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はじめに 

 

大崎市では平成29年度に第３次障害者計画，

令和２年度に第６期障がい福祉計画及び第２期

障がい児福祉計画を策定し，保健，医療，福

祉，教育，雇用など，幅広い分野と協働しなが

ら，障がい福祉施策を推進してまいりました。 

 これらの計画期間中にも，障がい福祉を取り

巻く環境は日々変化しており，障がい福祉に対

するニーズは子育てや介護，貧困，孤立といっ

た諸課題が絡み合い，複雑化・複合化しています。 

 こうした状況の中，前計画からの基本理念「地域で支え合い 心がか

ようまちづくり」を継承し，令和６年度から令和11年度までを計画期間

とする「第４次障がい者計画」，令和６年度から令和８年度までを計画

期間とする「第７期障がい福祉計画」及び「第３期障がい児福祉計画」

を策定し，障がいのある人の自立と社会参加を促進する地域共生社会を

実現するまちづくりを目指し，直面する様々な課題の解決に向けた障が

い福祉施策を推進してまいります。 

 また，課題への対応は行政はもとより，市民，地域の関係機関や団体

等との連携が不可欠であります。皆様のより一層のご理解とご支援をお

願いいたします。 

 結びに，計画の策定にあたりご尽力をいただきました大崎市障がい者

計画等策定委員会委員の皆様，アンケート調査やパブリックコメントに

貴重なご意見やご提言をお寄せいただいた市民の皆様や関係各位に対し

心から御礼申し上げます。 

 

令和６年３月 

大崎市長 伊 藤 康 志 
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第１章 総論 

第１節 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景 

国の障がい福祉施策においては，平成 26 年１月の「障害者の権利に関する条約（障害者

権利条約）」の批准及びそれを契機とした国内法の整備・改正が行われ，障がい者支援に関

する制度や施策の考え方が近年大きく変化しており，障がい者の日常生活を支える体制の整

備から，障がい者の人権擁護，就労や雇用に関する問題の是正等に取り組まれています。 

宮城県においては，平成 30 年３月に「みやぎ障害者プラン」を策定し，「だれもが生き

がいを実感しながら，共に充実した生活を安心して送ることができる地域社会づくり」を基

本理念に，障がいのある人が「共に生活するために」，「いきいきと生活するために」，

「安心して生活するために」を基本理念に基づく施策の方向性として進めています。 

 

２ 計画策定の趣旨 

大崎市では，「第２次大崎市総合計画」（平成 29 年度～令和８年度）において，市の将

来像を「宝の都（くに）・大崎 -ずっとおおさき・いつかはおおさき- 」と定め，まちづ

くりの各分野に取り組んでいます。その中で，障がい福祉においては，「自助・共助・公助

に基づく防災対策の強化」，「地域ぐるみの交通安全対策の強化」，「みんなで取り組む平

和と人権の尊重」，「安定した就労・雇用の支援」，「地域で支え合う社会福祉の充実」の

施策に関連して取り組みを推進しています。 

それらの取り組みも含めた，障がいのある人の自立と社会参加を促進する地域共生社会を

実現するまちづくりを目指すために，「大崎市第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計

画・第３期障がい児福祉計画」（以下，本計画という）を策定します。 
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３ 国，県の動向 

（１）国の動向 

① 関連する法律の動向 

年 主な動き 

平成 25 年 

〇「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」の
一部施行 

⇒理念の具体化，難病患者への支援，地域生活支援事業の追加 等 

〇「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達
推進法）」の施行 

⇒障がい者就労施設等から優先的に物品等を調達，調達方針の策定 等 

平成 26 年 

〇日本が「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」を批准 

〇「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」の
一部施行 

⇒障がい支援区分，重度訪問介護の対象拡大，共同生活援助一元化 等 

平成 28 年 

〇「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の施行 

⇒不当な差別的取扱いの禁止，合理的配慮の提供，自治体の差別解消の取り組み 等 

〇「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（障害者雇用促進法）」の施行 

⇒差別の禁止，合理的配慮の提供義務 等 

〇「成年後見制度の利用の促進に関する法律（成年後見制度利用促進法）」の施行 

⇒利用促進委員会等の設置，利用促進に関する施策 等 

〇「発達障害者支援法の一部を改正する法律」の施行 

⇒切れ目のない支援，家族等への支援，地域の支援体制構築 等 

〇「改正児童福祉法」の一部施行 

⇒医療的ケア児が適切な支援を受けるための自治体における保健・医療・福祉等の連携促進
等 

平成 30 年 

〇「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改
正する法律」の施行 

⇒障がい者の望む地域生活の支援，障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応，サ
ービスの質の確保・向上に向けた環境整備 等 

〇「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律（障害者文化芸術推進法）」の施行 

⇒障がい者による文化芸術の鑑賞及び創造の機会の拡大，文化芸術の作品等の発表の機会の
確保 等 

令和２年 

〇「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（改正障害者雇用促進法）」の
施行 

⇒障がい者の短時間雇用に対する特例給付金の支給，障がい者雇用に対する優良事業者の認
定制度の創設 等 

令和３年 

〇「障害者差別解消法」の改正 

⇒合理的配慮の提供義務の拡大（国や自治体のみから民間事業者も対象に追加） 

〇「医療的ケア児支援法」の施行 

⇒子どもや家族が住んでいる地域にかかわらず適切な支援を受けられることを基本理念に位
置づけ，国や自治体に支援の責務を明記 

令和４年 

〇「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」
の成立（施行期日は令和６年４月１日） 

⇒障害者等の地域生活の支援体制の充実 

⇒障害者の多様な就労ニーズに対する支援及び障害者雇用の質の向上の推進 

⇒精神障害者の希望やニーズに応じた支援体制の整備 

⇒難病患者及び小児慢性特定疾病児童等に対する適切な医療の充実及び療養生活支援の強化 

⇒障害福祉サービス等，指定難病及び小児慢性特定疾病についてのデータベースに関する規
定の整備 等 

令和５年 〇第５次障害者基本計画の施行（計画期間：令和５年度～令和９年度） 
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② 障害者基本計画（第５次）の方向性について（概要） 

計画期間 令和５年度から令和９年度までの５年間 

基本計画を通じて実

現を目指すべき社会 

・「一人ひとりの命の重さは障害の有無によって少しも変わることはない」という当

たり前の価値観を国民全体で共有できる共生社会 

・「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの理念とも軌を一にした，障害の有無にか

かわらず国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う社会 

・デジタルの活用により，国民一人一人の特性やニーズ，希望に即したサービスを選

ぶことができ，障害の有無にかかわらず多様な幸せが実現できる社会 

・障害者施策が国民の安全・安心や社会経済の進歩につながるしなやかで豊かな社会 

社会情勢の変化に対

する対応 

（１）2020年東京オリンピック・パラリンピックのレガシー継承 

（２）新型コロナウイルス感染症拡大とその対応 

（３）持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現（ＳＤＧｓの視点） 

計画の各分野 

１．差別の解消，権利擁護の推進及び虐待の防止 

２．安全・安心な生活環境の整備 

３．情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

４．防災・防犯等の推進 

５．行政等における配慮の充実 

６．保健・医療の推進 

７．自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

８．教育の振興 

９．雇用・就業，経済的自立の支援 

10．文化芸術活動・スポーツ等の振興 

11．国際社会での協力・連携の推進 
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（２）宮城県の動向 

① 県の動向 

年 主な動き 

平成 16 年 ○みやぎ知的障害者施設解体宣言 

平成 17 年 
○宮城県障害福祉長期計画（みやぎ障害者プラン）見直し（計画期間：平成 17

年度～22 年度） 

平成 23 年 
○宮城県障害福祉長期計画（みやぎ障害者プラン）見直し（計画期間：平成 23

年度～29 年度） 

平成 30 年 

○宮城県障害福祉長期計画（みやぎ障害者プラン）見直し（計画期間：平成 30

年度～令和５年度） 

○宮城県障害福祉計画見直し（第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画）

（計画期間：平成 30 年度～令和２年度） 

令和３年 
○宮城県障害福祉計画見直し（第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画）

（計画期間：令和３年度～５年度） 

② みやぎ障害者プランの方向性について（概要） 

計画期間 平成 30 年度から令和５年度までの６年間 

基本理念 

「だれもが生きがいを実感しながら，共に充実した生活を安心して送ることが

できる地域社会づくり」 

・共に生活するために 

・いきいきと生活するために 

・安心して生活するために 

重点施策 

・障害を理由とする差別の解消 

・雇用・就労等の促進による経済的自立 

・自らが望む地域・場所で暮らせるための環境整備・人材育成 

計画の各分野 

①共に生活するために 

 〇「心のバリアフリー」の推進 

 〇「情報のバリアフリー」の推進 

 〇誰もが住みやすいまちづくりの推進 

②いきいきと生活するために 

 〇活動・活躍の機会創出と参加促進 

 〇多様なニーズに対応したきめ細かな教育の充実 

 〇雇用・就労の促進 

③安心して生活するために 

 〇相談支援体制の拡充 

 〇在宅・施設サービス等の充実と提供体制の整備 

 〇保健・医療・福祉等の連携促進 

 〇生活安定のための支援 

 〇防犯・防災対策の充実 
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４ 計画の性格と位置づけ 

（１）計画の性格 

「大崎市第４次障がい者計画」は，「障害者基本法」第 11 条第３項の規定による「市町

村障害者計画」として，大崎市における障がい福祉施策全般に係る理念や基本的な方針，目

標を定めた計画です。 

「第７期障がい福祉計画」は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（障害者総合支援法）」第 88 条第１項の規定による「市町村障害福祉計画」として，

「第３期障がい児福祉計画」は「児童福祉法」第 33 条の 20 第１項の規定による「市町村障

害児福祉計画」として，大崎市における障害福祉サービスや相談支援，地域生活支援事業の

提供体制の確保に係る目標や，各年度における障害福祉サービスの種類ごとの必要な量の見

込み，地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項等を定めた計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号） 

第 11 条第３項 

市町村は，障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに，当該市町村に

おける障害者の状況等を踏まえ，当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な

計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

（平成 17 年法律第 123 号） 

第 88 条第１項 

市町村は，基本指針に即して，障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づ

く業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 

■児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号） 

第 33 条の 20 第１項 

市町村は，基本指針に即して，障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その

他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉

計画」という。）を定めるものとする。 
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（２）計画の位置づけ 

本計画は大崎市のまちづくりの基本方針である「大崎市総合計画」を最上位計画とします。

また，福祉分野の上位計画である「大崎市地域福祉計画」を踏まえた計画として，「大崎市

高齢者福祉計画・介護保険事業計画」等の他計画と整合性を図り，関連付けながら推進して

いきます。なお，今後の障がい福祉施策を効果的に進められるよう，「第４次障がい者計画」

と「第７期障がい福祉計画」，「第３期障がい児福祉計画」を一体的に策定します。 

また，国の「障害者基本計画」や宮城県の「みやぎ障害者プラン」等，国・県の関連計画

との整合性を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

整合 

大崎市総合計画 

【子ども・子育て】 【障がい福祉】 【高齢者福祉】 

子ども・子育て 

支援事業計画 

その他、 

関連計画 
高齢者福祉計画・ 

介護保険事業計画 

第４次障がい者計画 

第７期障がい福祉計画 

第３期障がい児福祉計画 

 
大崎市地域福祉計画 

国及び宮城県の計画 

国 

障害者基本計画 

宮城県 

みやぎ障害者プラン 
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５ 計画の期間と対象 

（１）計画の期間 

第４次障がい者計画の期間は，令和６年度を初年度とし，令和 11 年度までの６か年の計

画とします。また，障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は３年を１期として策定すること

となっていることから，第７期障がい福祉計画及び第３期障がい児福祉計画は，令和６年度

から令和８年度までを計画期間とします。 

ただし，計画期間中に社会情勢の変動や法制度の改正等が行われた場合は，必要に応じて

見直しを行うこととします。 

 

 令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

障がい者 

計画 
第３次計画 第４次計画 

障がい 

福祉計画 
第６期計画 第７期計画 第８期計画（予定） 

障がい児 

福祉計画 
第２期計画 第３期計画 第４期計画（予定） 
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（２）計画の対象 

本計画の対象の範囲は「障害者基本法」及び「障害者総合支援法」等で定義している「身

体障害者」「知的障害者」「精神障害者（発達障害を含む）」「その他の心身の機能の障害」

「難病患者等」「障害児」とします。 

 

「障害者基本法」における「障害者」の定義 

第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

１ 障害者 身体障害，知的障害，精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以

下「障害」と総称する。）がある者であって，障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又

は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

２ 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会に

おける事物，制度，慣行，観念その他一切のものをいう。 

 

「障害者総合支援法」における「障害者」「障害児」の定義 

第４条 この法律において「障害者」とは，身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者，知的

障害者福祉法にいう知的障害者のうち１８歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律第５条第１項に規定する精神障害者（発達障害者支援法第２条第２項に規

定する発達障害者を含み，知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害

者」という。）のうち１８歳以上である者並びに治療方法が確立していない疾病その他の

特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が主務大臣が定める程度である者

であって１８歳以上であるものをいう。 

２ この法律において「障害児」とは，児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいう。 

 

「発達障害者支援法」における「発達障害」及び「発達障害者」「発達障害児」の定義 

第２条 この法律において「発達障害」とは，自閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発達障

害，学習障害，注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が

通常低年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう。 

２ この法律において「発達障害者」とは，発達障害がある者であって発達障害及び社会的障壁に

より日常生活又は社会生活に制限を受けるものをいい，「発達障害児」とは，発達障害者のう

ち１８歳未満のものをいう。 

 

「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」における「精神障害者」の定義 

第５条 この法律で「精神障害者」とは，統合失調症，精神作用物質による急性中毒又はその依存

症，知的障害その他の精神疾患を有する者をいう。 
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６ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への取り組みとの連携 

平成 27 年９月の国連サミットにおいて，先進国を含む国際社会全体の開発目標として

「SDGs（持続可能な開発目標）」が採択されました。SDGs は，令和 12 年までに世界中で達成

すべき事柄として掲げられており，「誰一人取り残さない」社会の実現に向け，17 の目標と

具体的に達成すべき169 のターゲットから構成されています。 

国では SDGsの採択を受け，平成28年 12月に SDGs推進のための中長期戦略である「SDGs実

施指針」（平成 28 年 12 月 22 日 SDGs推進本部決定）が策定され，令和元年 12 月には同指針

の改定が行われており，「あらゆる人々が活躍する社会・ジェンダー平等の実現」を始めと

した８つの優先課題と課題に取り組むための主要原則が掲げられています。 

「誰一人取り残さない」という SDGs の理念は，共生社会の実現に向け，障がい福祉施策の

基本的な方向を定める本計画でも共通する普遍的な目標でもあります。 

障がい福祉施策の推進に当たっては，SDGs 推進の取り組みとも軌を一にし，障がいのある

人のみならず行政機関等・事業者といった様々な関係者と市民が一体となって共生社会の実

現という共通の目標の実現に向け，協力して推進に取り組みます。 

■SDGs の 17 の目標 
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第２節 障がい者を取り巻く状況 

１ 障がい者数等の推移 

（１）大崎市の人口の推移 

大崎市の人口は令和４年度末では124,776人となっており，平成30年度末の129,308人と

比較して５年間で約 4,500 人減少しています。 

また，世帯数は令和５年度末では 52,836世帯となっており，平成30年度末の 50,898世帯

と比較して５年間で約 1,900 世帯増加しています。１世帯あたり人員は減少傾向にあり，令

和４年度末では 2.36 人となっています。 

■人口の推移 

 
※各年度３月末時点 

資料：宮城県統計「住⺠基本台帳⼈⼝及び世帯数(月報）」 

■世帯の推移 

 
※各年度３月末時点 

資料：宮城県統計「住⺠基本台帳⼈⼝及び世帯数(月報）」 

  

129,308 128,718 127,581 126,264 124,776
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（２）身体障がい者数の推移 

大崎市の身体障害者手帳所持者数は，平成 30 年度以降減少しており，令和４年度には

4,850 人となっています。 

障がいの種類別に見ると，各年度とも肢体不自由が半数以上を占めています。また，内部

障がいがやや増加傾向にあります。 

■種類別身体障害者手帳所持者の状況 

 
※各年度３月末時点 

資料：大崎市調べ 

 

等級別に見ると，各年度とも１級が最も多く，次いで４級，３級と続いています。平成 30

年度と令和４年度を比べると４級は横ばいで推移し，それ以外は減少しています。 

■等級別身体障害者手帳所持者の状況 

 
※各年度３月末時点 

資料：大崎市調べ 

  

343 332 321 322 317
342 338 341 345 334

56 57 57 56 53

2,667 2,582 2,520 2,470 2,376

1,710 1,746 1,766 1,748 1,770

5,118 5,055 5,005 4,941
4,850

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

内部障害 肢体不自由 音声・言語障害

聴覚・平衡機能障害 視覚障害

（人）

1,640 1,620 1,592 1,559 1,556

742 725 714 701 671

824 801 796 777 756

1,143 1,152 1,163 1,171 1,145

447 439 430 428 420

322 318 310 305 302

5,118 5,055 5,005 4,941 4,850

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1級 2級 3級 4級 5級 6級

（人）（人）
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年齢別に見ると，手帳所持者全体の人数に占める 18 歳未満の障がい児の割合は，各年度

とも 1.5％前後となっています。 

■年齢別身体障害者手帳所持者の状況 

 
※各年度３月末時点 

資料：大崎市調べ 

（３）療育手帳所持者の推移 

大崎市の療育手帳所持者は平成 30 年度以降増加しており，令和４年度には 1,380 人とな

っています。 

各年度とも療育手帳Ａの人が療育手帳Ｂよりも少なく，手帳所持者全体に占める療育手帳

Ａの割合は 37％前後となっています。 

平成 30 年度と令和４年度を比べると療育手帳Ａ・療育手帳Ｂともに増加しており，特に

療育手帳Ｂは 1.1倍となっています。 

■程度別療育手帳所持者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末時点 

資料：大崎市調べ 

  

78 74 82 81 75

5,040 4,981 4,923 4,860 4,775

5,118 5,055 5,005 4,941 4,850
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年齢別に見ると，手帳所持者全体の人数に占める 18 歳未満の障がい児の割合は，各年度

とも 20％台となっていますが，その割合は増加傾向にあります。 

平成 30 年度と令和４年度を比べると 18 歳未満が特に増加しており，1.2 倍となっていま

す。 

■年齢別療育手帳所持者の状況 

 
※各年度３月末時点 

資料：大崎市調べ 

 

263 275 287 325 326

991 983 1,027 1,023 1,054

1,254 1,258
1,314 1,348 1,380
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 

大崎市の精神障害者保健福祉手帳所持者は平成 30 年度以降増加しており，令和４年度に

は 1,086 人となっています。各年度とも２級が最も高い割合を占めており，60％前後となっ

ています。 

平成 30 年度と令和４年度を比べると各等級ともに増加しており，特に３級は 1.8 倍とな

っています。 

■等級別精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

 
※各年度３月末時点 

資料：大崎市調べ 

（５）就学の状況 

市内小・中学校の特別支援学級に通う児童・生徒の人数については，平成30年度の211人

から令和４年度の 281 人と 70 人の増加，宮城県立古川支援学校（小・中学部）に通う市内

在住の児童・生徒の人数は，平成 30 年度の 177 人から令和４年度の 197 人と 20 人増加して

います。 

■特別支援学級・宮城県立古川支援学校に通う児童・生徒数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度５月１日時点 

資料：宮城県立古川支援学校，大崎市調べ 
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（６）就業の状況 

就業の状況については，全国，宮城県，古川安定所で 1.9％から 2.2％台を推移していま

す。大崎市（地方公共団体による雇用率）は，増加傾向にあり，平成 30 年度から令和４年

度にかけて 0.46％増加しています。 

■障がい者実雇用率の推移 

 
※各年度６月１日時点 

資料：全国・宮城県・古川（安定所）は宮城労働局統計情報（障害者雇用） 

※大崎市は宮城労働局統計情報（障害者雇用）地方公共団体による雇用率 
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２ アンケート調査結果より見える大崎市の現状 

（１）調査概要 

大崎市では，より良い障がい福祉を目指すべく，新たな計画を策定するための基礎資料と

して，障がい福祉に関するアンケート調査を実施しました。調査対象者と調査件数は，以下

のとおりです。 

 

 障がい者 障がい児 一般市民 

調査対象者 

市内に住所を有する身体

障害者手帳，療育手帳，

精神障害者保健福祉手帳

を所持している人 

市内に住所を有する

障がいのある児童の

ご家族 

市内に住所を有する

一般市民 

 1,700 件 300 件 1,000 件 

調査期間 令和５年７月～８月 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

回答者数 804 件 120 件 310 件 

回収率 47.2％ 40.0％ 31.0％ 
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（２）調査結果 

① 相互理解 

一般市民の，障がいのある方への理解度を見ると，『深まってきた』割合は前回調査と比

較すると同等又は微増傾向となっています。 

『深まってきた』割合は，身体障がい者で 71.0％と最も高く，高次脳機能障がい者では

29.0％と低くなっています。 

■【一般市民】 障がいのある方への理解度（障がい種別ごとに単数回答） 

  
※『深まってきた』は「深まってきた」「少し深まってきた」を合わせた割合，『深まっていない』は「あまり深まっていな

い」「深まっていない」を合わせた割合 

  

１．身体障がい者 差

理解が『深まってきた』 67.2％ 71.0％ +3.8

理解が『深まってきていない』 18.9％ 19.0％ +0.1

２．知的障がい者 差

理解が『深まってきた』 51.6％ 53.8％ +2.2

理解が『深まってきていない』 29.5％ 32.3％ +2.8

３．精神障がい者 差

理解が『深まってきた』 41.9％ 41.6％ -0.3

理解が『深まってきていない』 38.1％ 43.3％ +5.2

４．発達障がい者 差

理解が『深まってきた』 43.0％ 42.6％ -0.4

理解が『深まってきていない』 34.3％ 39.7％ +5.4

５．高次脳機能障がい者 差

理解が『深まってきた』 28.0％ 29.0％ +1.0

理解が『深まってきていない』 36.8％ 42.9％ +6.1

前回(n=393) 今回(n=310)

前回(n=393) 今回(n=310)

前回(n=393) 今回(n=310)

前回(n=393) 今回(n=310)

前回(n=393) 今回(n=310)
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一般市民の，障がいのある方への理解を深めるために必要な取り組みを見ると「学校教育

の中で障がいに対する理解を深める」が最も多く，次いで「子どもの時から障がいのある方

との交流の機会を増やす」，「イベント・スポーツ・レクリエーション・文化活動などを通

して障がいのある方と市民の交流の機会をもつ」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「イベント・スポーツ・レクリエーション・文化活動など

を通して障がいのある方と市民の交流の機会をもつ」「子どもの時から障がいのある方との

交流の機会を増やす」で特に増加しています。 

■【一般市民】 障がいのある方への理解を深めるために必要な取り組み（複数回答） 

 
  

差

学校教育の中で障がいに対する理解を深

める
66.4％ 71.0％ +4.6

子どもの時から障がいのある方との交流

の機会を増やす
54.7％ 60.6％ +5.9

イベント・スポーツ・レクリエーショ

ン・文化活動などを通して障がいのある

方と市民の交流の機会をもつ

33.3％ 39.4％ +6.1

障がいのある方の地域活動への参加の機

会の促進
30.5％ 34.5％ +4.0

障がいのある方に対するボランティア活

動を育成・支援する
26.2％ 30.3％ +4.1

障がい者施設の地域住民への開放や地域

住民との交流の機会の促進
25.4％ 30.0％ +4.6

テレビ・新聞などを活用した広報活動の

充実
17.6％ 20.0％ +2.4

障がいに関する講演会や学習会の開催 16.3％ 17.4％ +1.1

障がい者団体の活動をPRする 16.3％ 15.8％ -0.5

その他 2.3％ 2.3％ ±0.0

わからない 6.4％ 2.3％ -4.1

特にない 1.0％ 0.3％ -0.7

不明・無回答 3.1％ 2.3％ -0.8

前回(n=393) 今回(n=310)
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一般市民の，住民互助の支え合いの仕組みづくりのために特に必要だと思うことを見ると

「住民自ら進んで日頃から相互のつながりをもつように心がけること」が最も多く，次いで

「地域の方たちが気軽に集まることができる場所や機会づくり」，「行政区や自治会が中心

となって住民相互の交流活動を積極的に進めること」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「行政区や自治会が中心となって住民相互の交流活動を積

極的に進めること」で特に増加しています。 

■【一般市民】 住民互助の支え合いの仕組みづくりのために特に必要だと思うこと（複数回答） 

 

差

住民自ら進んで日頃から相互のつなが

りをもつように心がけること
39.9％ 42.6％ +2.7

地域の方たちが気軽に集まることがで

きる場所や機会づくり
38.9％ 40.0％ +1.1

行政区や自治会が中心となって住民相

互の交流活動を積極的に進めること
29.3％ 34.5％ +5.2

仕事を持つ方、退職者が地域の活動に

参加しやすい環境づくりを進めること
27.7％ 25.8％ -1.9

高齢者や障がいのある方など認めあい

支えあう意識の啓発
22.1％ 24.5％ +2.4

支える人と支えられる人を調整する機

関
12.5％ 14.2％ +1.7

行政による地域の福祉活動の相談窓口、側

面的支援の体制を充実させること
15.3％ 13.5％ -1.8

公民館などの地域活動の機能を強化す

ること
11.5％ 12.9％ +1.4

行政、事業者、ボランティアやＮＰＯ

団体、住民組織との連携
10.7％ 10.6％ -0.1

地域の課題を共有するための連絡会や

ネットワークの形成
10.9％ 10.3％ -0.6

支えあいのきっかけとなる事業の創設

と推進
12.0％ 10.0％ -2.0

ボランティアやＮＰＯ（民間非営利組

織）団体の活動を盛んにすること
3.3％ 3.9％ +0.6

その他 1.0％ 0.0％ -1.0

わからない 6.4％ 5.2％ -1.2

特に必要と思うことはない 3.1％ 1.9％ -1.2

不明・無回答 3.8％ 4.2％ +0.4

前回(n=393) 今回(n=310)
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一般市民の，障がいのある方へのボランティア参加状況を見ると「参加している（参加し

たことがある）」が 16.5％，「参加したことない」が 82.3％となっています。 

また，前回調査と比較すると，「参加している（参加したことがある）」が微増していま

す。 

■【一般市民】 障がいのある方へのボランティア参加状況 

 
 

また，障がいのある方に関わるボランティアの参加意向を見ると「参加したい（現在，参

加している）」が 22.3％，「参加したくない」が 19.4％，「わからない」が 55.8％となっ

ています。 

また，前回調査と比較すると，「参加したい（現在，参加している）」が微増しています。 

■【一般市民】 障がいのある方に関わるボランティアの参加意向 

 
 

  

差

参加している（参加したことがある） 12.2％ 16.5％ +4.3

参加したことがない 86.5％ 82.3％ -4.2

不明・無回答 1.3％ 1.3％ ±0.0

前回(n=393) 今回(n=310)

差

参加したい（現在、参加している） 18.1％ 22.3％ +4.2

参加したくない 20.4％ 19.4％ -1.0

わからない 59.3％ 55.8％ -3.5

不明・無回答 2.3％ 2.6％ +0.3

前回(n=393) 今回(n=310)
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一般市民の，障がいのある方へのボランティア活動を活発化させるために特に必要なこと

を見ると「学校などでボランティア学習・体験活動を行う」が最も多く，次いで「情報提供

や相談窓口の充実」，「入門講座，障がい者体験，手話・点字などの専門講座の開催」とな

っています。 

また，前回調査と比較すると，「情報提供や相談窓口の充実」で微増しています。 

■【一般市民】 障がいのある方へのボランティア活動を活発化させるために特に必要なこと（複数

回答） 

 
 

  

差

学校などでボランティア学習・体験活

動を行う
46.1% 48.4% +2.3

情報提供や相談窓口の充実 43.0% 46.1% +3.1

入門講座、障がい者体験、手話・点字

などの専門講座の開催
24.7% 24.8% +0.1

ボランティア休暇・休学制度など活動

しやすい条件整備
26.5% 24.8% -1.7

ボランティア同士の交流の促進 19.1% 20.0% +0.9

保険加入や交通費などの実費支給 18.3% 20.0% +1.7

ボランティアグループ、ＮＰＯ団体な

どの育成
16.3% 18.1% +1.8

ボランティア活動者への感謝状やマス

メディアでの紹介など社会的な評価
6.6% 6.8% +0.2

その他 1.8% 1.3% -0.5

わからない 8.1% 6.5% -1.6

不明・無回答 6.9% 5.8% -1.1

前回(n=393) 今回(n=310)
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② 雇用・就労・教育（療育） 

仕事のことで悩んでいることや困っていることを見ると「特にない」が最も多く，次いで

「収入が少ない」，「職場でのコミュニケーションがうまくとれない」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「収入が少ない」で特に増加しています。 

■【障がい者】 仕事のことで悩んでいることや困っていること（複数回答） 

 
  

差

収入が少ない 33.2％ 39.8％ +6.6

職場でのコミュニケーションがうまく
とれない

15.2％ 14.2％ -1.0

職場までの通勤がたいへん 10.7％ 12.5％ +1.8

障がいへの理解が得にくく、人間関係
がむずかしい

12.2％ 10.7％ -1.5

通院や病気・障がいを理由に休みを取
ることが難しい

6.7％ 10.0％ +3.3

仕事の内容が自分にあわない 5.5％ 5.9％ +0.4

職場の設備が不十分で障がい者にあっ
ていないため使いにくい

4.6％ 4.8％ +0.2

障がいがない人と比べて、仕事の内容
や昇進などに差がある

7.9％ 4.8％ -3.1

勤務時間の長さや時間帯が自分にあわ
ない

4.0％ 4.2％ +0.2

仕事の内容が難しく、覚えるのがたい
へん

4.3％ 4.2％ -0.1

その他 3.0％ 2.8％ -0.2

特にない 43.0％ 48.8％ +5.8

不明・無回答 7.6％ 8.7％ +1.1

前回（n=328） 今回（n=289）
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障がいのある人が働くために大切な環境を見ると「障がいにあった仕事であること」が最

も多く，次いで「周囲が自分を理解してくれること」，「勤務する時間や日数を調整できる

こと」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「賃金が妥当であること」「障がいにあった仕事であるこ

と」で特に増加しています。 

■【障がい者】 働くために大切な環境（複数回答） 

 
  

差

障がいにあった仕事であること 45.3％ 49.9％ +4.6

周囲が自分を理解してくれること 44.0％ 44.5％ +0.5

勤務する時間や日数を調整できること 37.0％ 38.4％ +1.4

賃金が妥当であること 28.1％ 33.7％ +5.6

職場によい指導者や先輩がいること 31.1％ 31.1％ ±0.0

通院などの保障があること 30.3％ 30.0％ -0.3

通勤手段があること 36.3％ 29.9％ -6.4

福祉施設、作業所などの就労の場を確

保すること
24.9％ 26.7％ +1.8

勤務場所に障がい者用の設備・機器が

整っていること
24.6％ 26.1％ +1.5

ジョブコーチ（職場適応援助者）など職場に

慣れるまで援助してくれる制度があること
24.0％ 24.4％ +0.4

職業訓練などで就労のための技術を身

につけること
17.7％ 17.9％ +0.2

自宅で仕事ができること 17.3％ 17.3％ ±0.0

その他 1.8％ 2.1％ +0.3

特にない 12.2％ 11.7％ -0.5

不明・無回答 19.8％ 18.7％ -1.1

前回（n=953） 今回（n=804）
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障がいのある児童のご家族が，子どものことで特に不安を感じていることを見ると「学校

を卒業してからの進路」が最も多く，次いで「自分が高齢になった時に対応できるか」，

「家族が病気などした時の子どもの生活」，「自立した生活を送れるようになるか」となっ

ています。 

また，前回調査と比較すると，「学校を卒業してからの進路」「自分が高齢になった時に

対応できるか」で特に増加しています。 

■【障がい児】 子どものことで特に不安を感じていること（複数回答） 

 
  

差

学校を卒業してからの進路 39.7％ 45.8％ +6.1

自分が高齢になった時に対応できるか 38.3％ 44.2％ +5.9

家族が病気などした時の子どもの生活 42.6％ 43.3％ +0.7

自立した生活を送れるようになるか 39.0％ 43.3％ +4.3

子どもにあった就学・進学先 42.6％ 40.8％ -1.8

（自立の可否に関わらず）安定した社
会生活を送れるようになるか

30.5％ 32.5％ +2.0

いじめなどにあわないか 29.1％ 24.2％ -4.9

子どもにあった療育・訓練の場の確保 17.0％ 19.2％ +2.2

趣味や生きがいをもてるか 7.1％ 5.0％ -2.1

その他 1.4％ 1.7％ +0.3

特にない 2.8％ 2.5％ -0.3

不明・無回答 1.4％ 0.8％ -0.6

前回（n=141） 今回（n=120）
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障がいのある児童のご家族が，療育や訓練（リハビリテーション）を望む分野を見ると

「ソーシャルスキル（買い物、宿泊、対人などの社会適応訓練）」が最も多く，次いで「職

業訓練」，「学習サポート」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「職業訓練」が特に増加しています。 

■【障がい児】 療育や訓練（リハビリテーション）を望む分野（複数回答） 

 
  

差

ソーシャルスキル（買い物、宿泊、対
人などの社会適応訓練）

51.8％ 50.0％ -1.8

職業訓練 46.1％ 49.2％ +3.1

学習サポート 45.4％ 45.8％ +0.4

スポーツ、レクリエーション 29.8％ 30.8％ +1.0

言語（聴能、発声など）訓練 34.8％ 29.2％ -5.6

日常生活動作（食事、入浴など） 29.1％ 25.8％ -3.3

運動機能回復 22.0％ 22.5％ +0.5

ペアレントトレーニング（育児につい
て）

12.8％ 9.2％ -3.6

咀しゃく・嚥下訓練 5.7％ 4.2％ -1.5

福祉機器などの操作 1.4％ 0.0％ -1.4

その他 1.4％ 1.7％ +0.3

希望しない 6.4％ 9.2％ +2.8

不明・無回答 4.3％ 2.5％ -1.8

前回（n=141） 今回（n=120）
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③ 情報提供 

障がいのある人が，今後，特に充実してほしい情報を見ると「困ったときに相談ができる

機関や窓口に関する情報」が最も多く，次いで「福祉サービスの内容や利用方法などに関す

る情報」，「社会情勢や福祉制度の変化などに関する情報」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「災害時の避難情報」「困ったときに相談ができる機関や

窓口に関する情報」で特に増加しています。 

■【障がい者】 今後，特に充実してほしい情報（複数回答） 

 
  

差

困ったときに相談ができる機関や窓口
に関する情報

45.6％ 50.4％ +4.8

福祉サービスの内容や利用方法などに
関する情報

48.9％ 45.4％ -3.5

社会情勢や福祉制度の変化などに関す
る情報

36.8％ 39.2％ +2.4

災害時の避難情報 25.8％ 31.0％ +5.2

仕事の選び方などの就職に関する情報 11.9％ 13.1％ +1.2

文化・スポーツやレクリエーション、
レジャーなどの余暇活動に関する情報

10.2％ 12.4％ +2.2

ボランティア団体などに関する情報 5.4％ 4.7％ -0.7

学校の選び方などの就学に関する情報 1.0％ 1.1％ +0.1

その他 1.4％ 1.1％ -0.3

特にない 18.6％ 20.6％ +2.0

不明・無回答 7.5％ 5.6％ -1.9

前回（n=953） 今回（n=804）
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④ 生活環境 

障がいのある人の外出時の不便や困難を見ると「道路・建物の段差や，電車・バスなどの

乗り降りがたいへん」が最も多く，次いで「タクシーの運賃など移動手段の料金が高額であ

ること」，「まわりの人の目が気になる」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「道路・建物の段差や，電車・バスなどの乗り降りがたい

へん」で特に増加しています。 

■【障がい者】 外出時の不便や困難（複数回答） 

 
  

差

道路・建物の段差や、電車・バスなど
の乗り降りがたいへん

17.5％ 23.0％ +5.5

タクシーの運賃など移動手段の料金が
高額であること

15.3％ 17.5％ +2.2

まわりの人の目が気になる 15.2％ 13.4％ -1.8

外出先でコミュニケーションがとりに
くい

14.4％ 12.7％ -1.7

気軽に利用できる移送手段が少ない
（福祉タクシーやリフト付バスなど）

8.6％ 11.8％ +3.2

障がい者用の駐車スペースや手すり、
スロープ、案内表示など、障がいのあ
る方に配慮した設備が不十分である

13.0％ 11.8％ -1.2

障がい者用トイレが少ない 10.7％ 10.4％ -0.3

付き添ってくれる人がいない 6.9％ 6.8％ -0.1

必要なときに、まわりの人の手助けや
配慮が足りない

7.0％ 6.2％ -0.8

通路上に自転車や看板などの障害物が
あって通りにくい

5.4％ 4.5％ -0.9

その他 6.9％ 7.0％ +0.1

特にない・ほとんど外出しないのでわ
からない

25.0％ 27.5％ +2.5

不明・無回答 18.3％ 18.0％ -0.3

前回（n=953） 今回（n=804）
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障がいのある児童の外出に必要な支援を見ると「周囲の障がいのある方に対する理解」が

最も多く，次いで「料金負担の軽減」，「コミュニケーションの支援」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「道路の安全対策」「周囲の障がいのある方に対する理解」

で特に増加しています。 

■【障がい児】 外出に必要な支援（複数回答） 

 
  

差

周囲の障がいのある方に対する理解 65.2% 70.8% +5.6

料金負担の軽減 27.0% 30.8% +3.8

コミュニケーションの支援 32.6% 29.2% -3.4

利用できる交通機関の充実 24.8% 26.7% +1.9

道路の安全対策 17.0% 24.2% +7.2

介助してくれる方の確保 23.4% 20.0% -3.4

緊急時の対応 13.5% 13.3% -0.2

利用する建物のバリアフリー 10.6% 10.0% -0.6

休憩場所の確保 11.3% 10.0% -1.3

駐車場の確保 6.4% 7.5% +1.1

その他 3.5% 5.0% +1.5

特にない 6.4% 5.8% -0.6

不明・無回答 0.0% 1.7% +1.7

前回(n=141) 今回(n=120)



第１章 総論 

31 

障がいのある人が，現在の生活の中で困っていること，将来に対する不安・悩みを見ると

「経済的な不安」が最も多く，次いで「将来の生活が不安」，「障がいや健康上の心配，悩

み」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「経済的な不安」「特にない」「将来の生活が不安」で特

に増加しています。 

■【障がい者】 生活の中で困っていること，将来に対する不安・悩み（複数回答） 

 
  

差

経済的な不安 46.5％ 52.9％ +6.4

将来の生活が不安 38.6％ 41.8％ +3.2

障がいや健康上の心配、悩み 42.1％ 37.4％ -4.7

住まいの不満、悩み 13.3％ 13.8％ +0.5

家庭内の問題 10.8％ 12.9％ +2.1

友達がいない 10.9％ 10.4％ -0.5

財産の管理が心配 9.9％ 9.5％ -0.4

通院、通勤、通学が困難 10.8％ 9.3％ -1.5

結婚問題の不安、悩み 6.1％ 9.0％ +2.9

生きがいを見いだせない 9.7％ 8.7％ -1.0

仕事の不満または働く場がない 6.8％ 8.0％ +1.2

身辺の世話がかかる 8.3％ 6.8％ -1.5

毎回のゴミ出しが困難 6.4％ 6.5％ +0.1

周囲の人の理解がない 7.3％ 5.2％ -2.1

その他 1.8％ 1.1％ -0.7

特にない 18.0％ 21.8％ +3.8

不明・無回答 8.4％ 7.2％ -1.2

前回（n=953） 今回（n=804）
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障がいのある人が，災害時に心配なことを見ると「避難所で障がいにあった対応をしてく

れるか心配である」が最も多く，次いで「必要な薬が手に入らない，治療を受けられない」，

「正確な情報がなかなか流れてこない」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「被害状況や避難所（福祉避難所を含む）の場所，物資の

入手方法などがわからない」「避難所で障がいにあった対応をしてくれるか心配である」で

特に増加しています。 

■【障がい者】 災害時に心配なこと（複数回答） 

 
  

差

避難所で障がいにあった対応をしてく
れるか心配である

32.4％ 36.2％ +3.8

必要な薬が手に入らない、治療を受け
られない

27.5％ 31.1％ +3.6

正確な情報がなかなか流れてこない 32.3％ 28.4％ -3.9

安全なところまで、すぐ避難すること
ができない

28.3％ 27.2％ -1.1

被害状況や避難所（福祉避難所を含む）の

場所、物資の入手方法などがわからない
21.5％ 25.4％ +3.9

まわりの人とのコミュニケーションが
とれない

19.0％ 15.5％ -3.5

救助を求めることができない 14.3％ 13.7％ -0.6

救助を求めてもすぐ来てくれる人がい
ない

13.0％ 12.7％ -0.3

補装具や日常生活用具が使えなくなる 8.7％ 8.1％ -0.6

酸素ボンベや吸引器、人工呼吸器など
が使えなくなる

2.8％ 2.4％ -0.4

その他 3.9％ 4.2％ +0.3

特にない 18.0％ 21.8％ +3.8

不明・無回答 7.0％ 6.8％ -0.2

前回（n=953） 今回（n=804）
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障がいのある児童のご家族が，災害時に不安に思うことを見ると「緊急時に情報を得られ

るか」が最も多く，次いで「避難場所でほかの方とコミュニケーションがとれるか」，「避

難場所の環境が整っているか」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「避難場所が整っているか」「避難場所でほかの方とコミ

ュニケーションがとれるか」「避難場所または安全なところに避難することができるか」で

微増しています。 

■【障がい児】 災害時に不安に思うこと（複数回答） 

 
  

差

緊急時に情報を得られるか 45.4％ 44.2％ -1.2

避難場所でほかの方とコミュニケー

ションがとれるか
40.4％ 42.5％ +2.1

避難場所の環境が整っているか 36.9％ 40.0％ +3.1

避難場所または安全なところに避難す

ることができるか
35.5％ 37.5％ +2.0

建物が地震などの災害に耐えられるか 39.0％ 36.7％ -2.3

救助を求めても人が来てくれるか 34.8％ 32.5％ -2.3

必要な薬が手に入るか、治療を受けら

れるか
32.6％ 30.8％ -1.8

救助を求めることができるか 33.3％ 30.0％ -3.3

避難場所での介護や介助が受けられる

か
24.8％ 25.0％ +0.2

必要な物資の入手方法がわからない 19.1％ 17.5％ -1.6

必要な補装具や日常生活用具が使える

か
19.1％ 15.8％ -3.3

どのような時が緊急時かわからない 12.8％ 10.8％ -2.0

避難場所がわからない 3.5％ 5.0％ +1.5

その他 9.9％ 10.8％ +0.9

わからない 7.8％ 9.2％ +1.4

特に不安に思うことはない 3.5％ 2.5％ -1.0

不明・無回答 0.7％ 0.8％ +0.1

前回（n=141） 今回（n=120）
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一般市民の，大崎市のバリアフリー化が進んでいないと感じることがあるかを見ると「あ

る」は 38.4％，「ない」が 55.8％となっています。 

また，「ある」と答えた方のバリアフリー化が進んでいないと感じるところみると，「道

路や歩道，横断歩道などの公共空間」が最も多く，次いで「商業施設，オフィスビル，公共

施設，学校などの建物内」，「公共交通機関や駅，バス停，駐車場などの施設」となってい

ます。 

■【一般市民】 大崎市のバリアフリー化が進んでいないと感じることがあるか 

 

■【一般市民】 バリアフリー化が進んでいないと感じるところ（複数回答） 

 
  

ある 38.4％

ない 55.8％

不明・無回答 5.8％

今回（n=310）

道路や歩道、横断歩道などの公共空間 46.2％

商業施設、オフィスビル、公共施設、学校

などの建物内
26.9％

公共交通機関や駅、バス停、駐車場などの

施設
26.1％

市民活動、イベント、スポーツ、文化活動

などの分野
17.6％

自宅やマンションなどの住宅環境 16.0％

市HPやメディア等による情報発信・提供 12.6％

その他 4.2％

不明・無回答 13.4％

今回（n=120）
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⑤ 権利擁護 

障がいのある人が，障がいがあることで差別やいやな思いをしたことがあるかを見ると

「ない」が最も多く，次いで「少しある」，「ある」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「ない」で特に増加しています。 

どのような時に差別やいやな思いをしたかを見ると，「外出先」が最も多く，次いで「学

校・仕事場」，「住んでいる地域」となっています。 

■【障がい者】 障がいがあることで差別やいやな思いをしたことがあるか 

 

■【障がい者】 どのような時に差別やいやな思いをしたか（複数回答） 

 
  

差

ある 21.2% 18.4% -2.8

少しある 26.9% 24.1% -2.8

ない 46.2% 52.4% +6.2

不明・無回答 5.8% 5.1% -0.7

前回(n=953) 今回(n=804)

差

外出先 42.8% 40.1% -2.7

学校・仕事場 28.2% 29.2% +1.0

住んでいる地域 27.1% 27.5% +0.4

病院などの医療機関 19.9% 20.8% +0.9

仕事を探すとき 18.1% 18.7% +0.6

余暇を楽しむとき 16.4% 15.2% -1.2

その他 6.1% 5.0% -1.1

不明・無回答 1.7% 1.5% -0.2

前回(n=458) 今回(n=342)
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障がいのある児童のご家族が，障がいがあることで差別やいやな思いをしたことがあるか

を見ると「ある」が最も多く，次いで「ない」，「わからない」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「ある」が微減しています。 

どのような時に差別やいやな思いをしたかを見ると「外出時の周囲の視線や態度・言葉」

が最も多く，次いで「交通機関を利用した時の周囲の態度」，「学校や職場での態度」とな

っています。 

また，前回調査と比較すると，「交通機関を利用した時の周囲の態度」が特に増加してい

ます。 

■【障がい児】 障がいがあることで差別やいやな思いをしたことがあるか 

 

■【障がい児】 どのような時に差別やいやな思いをしたか（複数回答） 

 
  

差

ある 58.9％ 55.0％ -3.9

ない 22.0％ 23.3％ +1.3

わからない 17.7％ 20.8％ +3.1

不明・無回答 1.4％ 0.9％ -0.5

前回（n=141） 今回（n=120）

差

外出時の周囲の視線や態度・言葉 84.3% 83.3% -1.0

交通機関を利用した時の周囲の態度 26.5% 33.3% +6.8

学校や職場での態度 31.3% 30.3% -1.0

近所付き合い 21.7% 22.7% +1.0

窓口での応対 16.9% 15.2% -1.7

仕事での待遇 4.8% 4.5% -0.3

その他 6.0% 6.1% +0.1

不明・無回答 0.0% 0.0% ±0.0

前回(n=83) 今回(n=66)
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日常生活自立支援事業や成年後見制度を知っているかを見ると，「知らない」が最も多く，

次いで「聞いたことはあるが，くわしくは知らない」，「知っている」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「知っている」が微増しています。 

■【障がい者】 日常生活自立支援事業や成年後見制度を知っているか 

 

 

一般市民の，障害者差別解消法を知っているかを見ると「名前も知らない」が最も多く，

次いで「名前は聞いたことがあるが内容は知らない」，「名前も内容も知っている」となっ

ています。 

また，前回調査と比較すると，「名前が聞いたことがあるが内容は知らない」が特に増加

しています。 

■【一般市民】 障害者差別解消法を知っているか 

 
 

  

差

知っている 16.3% 19.5% +3.2

聞いたことはあるが、くわしくは知ら

ない
30.8% 31.1% +0.3

知らない 45.0% 40.9% -4.1

不明・無回答 7.9% 8.5% +0.6

前回(n=953) 今回(n=804)

差

名前も内容も知っている 29.3％ 29.7％ +0.4

名前は聞いたことがあるが内容は知ら

ない
29.0％ 46.5％ +17.5

名前も知らない 41.5％ 23.2％ -18.3

不明・無回答 0.3％ 0.6％ +0.3

前回（n=393） 今回（n=310）
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⑥ 福祉サービスや行政の取り組みについて 

障がいのある人に対する支援として，充実すべきことを見ると「年金や手当などの充実」

が最も多く，次いで「通院・治療のための医療費の助成」，「障がいのある方に対する社会

全体の理解を深めるための啓発や人権教育の充実」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「障がいのある方に対する社会全体の理解を深めるための

啓発や人権教育の充実」「グループホームなどの地域で共同生活できる住まいの整備」「在

宅生活を支えるための医療の充実」「緊急時や災害時の支援体制の充実」で特に増加してい

ます。 

■【障がい者】 障がい者支援として，充実すべきこと（複数回答） 

 

差

年金や手当などの充実 55.7％ 60.3％ +4.6

通院・治療のための医療費の助成 35.3％ 39.8％ +4.5

障がいのある方に対する社会全体の理解を

深めるための啓発や人権教育の充実
28.8％ 36.2％ +7.4

緊急時や災害時の支援体制の充実 30.0％ 35.0％ +5.0

障がいのある方に対する情報提供や相
談窓口の充実

25.6％ 30.0％ +4.4

就労支援の充実（働くための訓練や職
業紹介、就労後の指導や支援など）

22.7％ 25.9％ +3.2

障がいのある方にやさしいまちづくり
の推進

27.4％ 24.9％ -2.5

在宅生活を支えるための医療の充実 18.2％ 23.8％ +5.6

入所できる福祉施設の充実 24.2％ 23.4％ -0.8

グループホームなどの地域で共同生活
できる住まいの整備

14.4％ 20.6％ +6.2

公営住宅への障がい者優先入居など住
宅施策の充実

16.5％ 16.7％ +0.2

障がいのある方同士や地域の人などと
交流ができる場の整備

10.6％ 14.3％ +3.7

ホームヘルプやデイサービス、外出支
援などの在宅サービスの充実

10.9％ 12.6％ +1.7

障がいの特性や程度に応じた障がい児
保育・教育の充実

12.4％ 12.1％ -0.3

機能回復訓練などリハビリテーション
の充実

14.3％ 10.6％ -3.7

文化・スポーツ・レクリエーションな
どを通じた社会参加の支援

5.8％ 8.1％ +2.3

市の審議会や委員会などへの障がいの
ある方の参画（登用）

7.9％ 7.2％ -0.7

ボランティアの育成と活動支援 5.2％ 6.8％ +1.6

その他 1.8％ 1.7％ -0.1

特にない 9.9％ 9.6％ -0.3

不明・無回答 8.5％ 9.3％ +0.8

前回（n=953） 今回（n=804）
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障がいのある児童のご家族が，今後充実してほしいサービスを見ると「障がいがあっても

働ける場の確保」が最も多く，次いで「障がいのあるお子さまのための保育・教育の充実」，

「障がいに対する周囲の理解や交流の促進」となっています。 

また，前回調査と比較すると，「障がいがあっても働ける場の確保」「障がいに対する周囲

の理解や交流の促進」「短期入所施設の充実」「医療費の負担軽減」で特に増加しています。 

■【障がい児】 今後充実してほしいサービス（複数回答） 

 

差

障がいがあっても働ける場の確保 53.9％ 62.5％ +8.6

障がいのあるお子さまのための保育・
教育の充実

38.3％ 40.8％ +2.5

障がいに対する周囲の理解や交流の促
進

22.0％ 29.2％ +7.2

相談窓口や情報提供の充実 19.9％ 25.0％ +5.1

医療費の負担軽減 14.9％ 20.8％ +5.9

障がいの早期発見、早期療育体制の充
実

12.8％ 18.3％ +5.5

短期入所施設の充実 11.3％ 18.3％ +7.0

生活訓練できる場の充実 10.6％ 15.8％ +5.2

能力に応じた職業訓練の充実 12.1％ 15.0％ +2.9

グループホームなど地域で生活する場
の充実

10.6％ 15.0％ +4.4

契約行為や財産など権利が守られるこ
と（成年後見制度）

9.2％ 10.8％ +1.6

移動、送迎支援の充実 11.3％ 10.0％ -1.3

入所施設の充実 8.5％ 9.2％ +0.7

年金などの所得保障の充実 12.1％ 8.3％ -3.8

障がいに適した住宅の確保 8.5％ 7.5％ -1.0

災害時の体制整備 3.5％ 7.5％ +4.0

ホームヘルプサービスなど在宅サービ
スの充実

5.0％ 6.7％ +1.7

公共施設・交通機関など障がいのある
方に配慮したまちづくりの推進

7.8％ 6.7％ -1.1

専門的な機能回復訓練の充実 5.0％ 5.8％ +0.8

救急医療体制の充実 3.5％ 5.0％ +1.5

スポーツ・文化・レクリエーション活
動に対する施策の充実

4.3％ 4.2％ -0.1

生活習慣病や二次障がいの予防のため
の指導の充実

2.1％ 1.7％ -0.4

ボランティアの育成 0.7％ 0.8％ +0.1

その他 2.1％ 2.5％ +0.4

不明・無回答 1.4％ 0.8％ -0.6

前回（n=141） 今回（n=120）
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３ 統計データ，アンケート調査結果より見える現状のまとめ 

❶ 障がいへの理解・啓発及び虐待防止の推進 

障がいのある人への不当な差別的扱いの禁止と合理的配慮の提供を定めた「障害者差別解

消法」についてアンケート結果を見ると，約半数の人が「知らない」と回答していることか

ら，市民の障がいに対する理解促進や，合理的配慮と差別に関する周知が必要となります。 

また，成年後見人制度については，広報紙や相談時に周知していますが，認知度は低く，

啓発や広報活動に取り組まなければなりません。また，障がいのある人への虐待の未然防止

に向けた意識啓発が求められる等，障がいのある人の権利擁護についても，引き続き取り組

む必要があります。 

 

❷ 地域での自立生活への支援 

大崎地域相談支援センターを中心に相談事例等に対応していますが，高齢化や障害者手帳

所持者の増加に加え，発達障がいや高次脳機能障がい，難病を抱えている人等，障がいの種

類は多様化してきていることから，さらなる相談支援員のスキルアップが必要となってきま

す。 

障がいのある人の雇用に関しては，令和３年３月から「障害者の雇用の促進等に関する法

律(障害者雇用促進法)」により障がいのある人の法定雇用率が引き上げになり，障がいのあ

る人の働く場所が拡充されましたが，依然として雇用率は低く，障がいのある人の就労意欲

を尊重しながら，雇用率の向上につながる支援が必要となります。また，福祉的就労での賃

金や工賃はまだまだ低額のため，今後は福祉的就労の場における新たな商品開発や，共同受

注，販路の拡大等の支援も必要になります。 

また，親亡き後に備え，入所施設や自宅で暮らす障がいのある人の自立生活を推進するた

め，グループホーム等の体験の機会や場の提供を整備していくことが求められています。 
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❸ 安全・安心な生活環境の推進 

災害が迫ってきてからの避難は危険が伴います。災害時にスムーズに避難支援を受けられ

るように，事前に避難行動要支援者名簿への登録をお願いしていますが，なかには同意が得

られない場合があります。災害に対する備えのひとつとして，避難行動要支援者名簿への登

録に対する理解を得る必要があります。 

大崎市では，令和元年６月に「大崎市障がいのある人のコミュニケーション手段の利用を

促進する条例」を施行しています。今後は，この条例について市内外へ広く浸透を図る必要

があります。 

また，市からのお知らせや行政サービス，イベント等の情報提供に当たっては，情報を入

手できていない人が一定数いることから，誰もが情報を入手できる環境づくりが求められま

す。 

 

❹ 生きがいのある暮らしへの支援 

支援が必要な児童を把握するため，乳幼児健診や幼児相談等の母子保健事業により，支援

が必要な児童の早期発見に努めていますが，支援が必要な児童の行動やコミュニケーション

の障がいは，疾患や障がいの中でも，保護者が受け入れることの難しさがあるため，細やか

なサポートが必要となります。そのため，児童生徒の学校教育が修了した後も，切れ目のな

い支援を行えるよう，相談支援事業者や障がい福祉関係機関等との連携体制の強化が不可欠

です。 

また，障がいのある人や家族間の親睦の機会の創出と，障がい福祉の向上を図り障がい者

団体の活性化に向けた支援を行っています。生きがいづくり等のため，各種イベント等と連

携しながら，機会の充実及び周知を図ることが必要です。 
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４ 前計画の取り組み状況，評価 

「第３次障害者計画」における各施策について，担当課の自己評価に基づき，これまでに

取り組んだ内容と課題を取りまとめました。 

 

基本目標１ 互いに尊重し支え合うために 

１ 相互理解の促進 

 相互理解の促進に向けて，市内小学校の総合的な学習の時間の活用や市民と障がいのある人

との交流会の開催，障がいに対する理解を深めるための講話等を開催しています。 

 交流環境づくりに向けて，古川西保育所における「みんなともだちの日」の開催やわくわく

ランドでの母子通園事業等に取り組んでいます。 

 当事者団体の交流の促進に向けて，「大崎福祉夢まつり」の開催支援に取り組んできました。 

 差別解消に向けて，合理的配慮の提供に向けた職員対応要領の作成や，要領普及のための研

修を実施しています。 

 虐待防止に向けて，大崎市障害者虐待防止センターの設置や 24 時間体制での相談等の対応，

警察等の関係機関と連携した虐待の早期発見と防止等に努めています。 

 ボランティア活動の活性化に向けて，各団体の活動支援や地域活動支援センターとの連携等

に取り組んでいます。 

２ 情報提供の充実 

 コミュニケーション手段等の充実に向けて，手話通訳者や要約筆記者を派遣のほか，ヘルプ

カードの作成，配布を行っています。また，手話奉仕員養成講座の開催のほか，登録してい

る手話奉仕員を対象したフォローアップ研修や，市の行事における活動の場の提供を行って

います。 

 情報の利用によるバリアフリー化に向けて，大崎地域職業訓練センターで実施しているパソ

コンの基本操作や宮城労働局等で実施している職業訓練講座等の周知や計画相談事業所への

情報提供に取り組んでいます。また，それぞれの障がいに対応した機器について，日常生活

用具給付事業を実施しています。 

 広報活動の充実に向けて，障がい者団体や支援団体等が実施しているイベントを広報に掲載

して周知しているほか，「障害者週間」や「障害者雇用支援月間」，「精神保健福祉普及運

動」の啓発に取り組んでいます。そのほか，「みやぎバリアフリー情報マップ」についての

情報を掲載し周知を図っています。 
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基本目標２ 自分らしく生活するために 

１ 保育・教育体制の充実 

 障がい児保育の充実に向けて，保育所における加配保育士の配置等，障がい児が入園できる

体制の整備に努めています。また，子育て支援センターにおいて，障がいのある子どもが健

常児と一緒に過ごす中でより良い発達に繋げられるように支援するとともに，関係機関と連

携して，保護者の子育ての孤立感の軽減に努めています。 

 障がい児教育の充実に向けて，障がいのある児への早期発見，早期対応，「すこやかファイ

ル」を作成し，活用促進等様々な関係機関と連携をとりながら切れ目ない支援を進めていま

す。また，就学相談のほか，特別支援教育コーディネーターを中心とした教育ニーズへの支

援，進路指導等，卒業後も見据えて，児童生徒の実態に即した対応や支援を行っています。 

 交流機会の充実に向けて，特別支援学級在籍児童生徒の通常学級における交流学習や県立特

別支援学校における居住地学習により交流を図っています。 

 スポーツ・文化芸術活動の促進に向けて，ニュースポーツ等の普及促進やイベントの周知，

生涯学習施設の利用促進等に努めています。 

２ 雇用・就労の促進 

 雇用の促進に向けて，ハローワーク・県と連携して障害者就職面接会を開催しているほか，

宮城労働局と雇用対策協定を締結し，障がい者を含めた就労困難者への就労支援に努めてい

ます。また，就労移行支援や就労継続支援サービス提供事業所への支援のほか，企業向けに

障害者雇用に係る講習会や特別支援学校の見学会等の実施や障害者就業・生活支援センター

「Link(リンク)」と連携した就労支援を行っています。 

 福祉就労の充実に向けて，雇用の促進に向けて，優先調達法に基づき，障害者就労支援施設

等からの優先調達に取り組んでいるほか，各地域活動支援センターにおいて就労支援及び販

売を行っています。 

 

基本目標３ 安心・安全に生活するために 

１ 保健医療体制の整備 

 障がいの原因となる傷病の予防，早期発見・早期治療体制の充実に向けて，妊娠・出産にお

ける訪問指導，面接指導等及び産科からの連絡体制の構築に取り組んでいます。障がいのあ

る児の出産の場合は，産科からの連絡体制が構築されており，早期に支援を開始し医療機関

と連携しています。また，乳幼児健康診査・育児相談を実施し，疾病の早期発見に努め，受

診が必要な場合は勧奨しています。 

 地域における療育体制の構築に向けて，重症心身障がい児者の短期入所事業を実施しました。

また，療育支援のための保護者と保健師・保育士の情報交換のほか，発達障がい等の児童の

発達に合わせた関係機関との連携による支援に努めています。 
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 地域におけるリハビリテーション体制の確立に向けて，宮城県北部保健福祉事務所から理学

療法士や作業療法士等のリハビリ専門職を派遣してもらい，問題解決に向けた支援を行って

いるほか，障がい福祉施設や医療機関と連携強化，健康に関する講話について出前講座を実

施しています。 

２ 生活環境の整備 

 住まいの確保と住宅環境の整備に向けて，手すりの取り付けや段差の解消等日常生活に便宜

を図るため，日常生活用具給付事業を実施しています。 

 公共的施設のバリアフリー化に向けて，大崎市役所周辺で「道路の移動等円滑化整備ガイド

ライン」に基づき，ブロックを設置した歩行空間の整備や，視覚的分離を行っています。ま

た，新設の公共施設は，バリアフリー法等に基づく施設整備を行っています。 

 防災及び防犯対策の推進に向けて，避難行動要支援者名簿を作成しているほか，平時からの

見守り活動を支援しています。また，協定書に基づいて事業者と協定締結を行い，要配慮者

の避難体制の整備を行っています。避難所開設時には，高齢者，障がいのある人の個人の状

況に応じた対応，支援に努めています。そのほか，在宅の一人暮らしの障がいのある人に対

し緊急通報機器の貸与を実施しているほか，消費生活に関する相談対応や消費生活トラブル，

特殊詐欺防止のための助言・指導等を行っています。 

３ 生活支援体制の整備 

 在宅支援体制の充実に向けて，障がい者が地域で自立した生活ができるよう，必要なサービ

スについて周知し相談に応じています。また，市医師会と連携し，歯科医師会，薬剤師会，

訪問看護等の医療関係機関と地域包括支援センターや介護サービス事業者等が，退院支援，

日常の療養，急変時の対応，看取りの場面にあわせた医療と介護の連携について取り組みを

進めています。 

 相談支援体制の充実に向けて，相談支援事業所において，障がいに係る全般的な相談を受付

できる体制をとっています。そのほか，心の健康相談，心の健康講座を開催し，相談者等の

不安や悩みが軽減し，当事者が問題解決できる力を備えることができるよう支援しています。 

 消費者としての障がい者の保護と権利擁護に向けて，消費生活相談員による対応や，関係機

関や弁護士等へ繋ぐ体制を構築しています。また，大崎市社会福祉協議会において日常生活

自立支援事業(まもりーぶ事業)を実施しています。そのほか，成年後見制度の周知を図って

いるほか，後見人等の報酬等必要となる経費の一部について補助する事業を実施し，権利擁

護体制の支援を実施しています。 

 経済面での支援に向けて，各種手帳交付時に該当が見込まれる制度について説明するととも

に，市のウェブサイトで制度の周知を図っています。また，障害基礎年金の周知を図ってい

るほか，障がいのある児童の保護者に特別児童扶養手当を支給し，適正な医療機会の確保や

経済的負担の軽減を図っています。  
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第３節 計画の基本理念と基本目標 

１ 計画の基本理念 

 

地域で支え合い，心がかようまちづくり 
 

本計画においては，「大崎市総合計画」の施策の大綱に定める「地域で支え合い健康で元

気なまちづくり」を実現するために，「地域で支え合い，心がかようまちづくり」を基本理

念として，障がいのある人もない人も，お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現を目指していくための，障がい福祉に関する具体的な施策の方向性を示すものです。 

 

２ 計画の基本目標  

本計画における基本理念を実現するため，以下の４つの基本目標を掲げます。また，各基本

目標においては，その達成に向けて，それぞれ２～３の施策群（施策の方向）を設定してい

ます。 
 

【基本目標 １】互いに尊重し支え合うために 

施策の方向（１）啓発活動の推進 

（２）差別解消・権利擁護の推進 

 

【基本目標 ２】地域で自分らしく暮らしていくために 

施策の方向（１）生活支援体制の整備 

（２）雇用・就労の促進 
 

【基本目標 ３】安心・安全に生活するために 

施策の方向（１）情報提供の充実 

（２）生活環境の整備 

（３）防災・見守り体制の推進 
 

【基本目標 ４】生きがいを持って生活するために 

施策の方向（１）保健医療体制の整備 

（２）保育・教育の支援 

（３）交流・生きがいづくりの充実 
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３ 計画の体系  

 

基本理念 基本目標 施策の方向 施策の展開 

地
域
で
支
え
合
い
�
心
が
か
よ
う
ま
ち
づ
く
り 

１ 互いに

尊重し支

え合うた

めに 

（１）啓発活動の推進 

 広報活動の推進 

 障がい者理解の促進 

 ボランティア活動等の充実 

（２）差別解消・権利擁

護の推進 

 障がい者差別解消の推進 

 障がい者の保護と権利擁護 

２ 地域で

自分らし

く暮らし

ていくた

めに 

（１）生活支援体制の整

備 

 在宅支援体制の充実 

 相談支援体制の充実 

 経済的自立の支援 

（２）雇用・就労の促進 
 雇用の促進 

 福祉的就労の充実 

３ 安心・

安全に生

活するた

めに 

（１）情報提供の充実 

 コミュニケーション手段等の充実 

 情報の利用におけるバリアフリー

化 

（２）生活環境の整備 
 住まいの確保と住宅環境の整備 

 公共的施設のバリアフリー化 

（３）防災・見守り体制

の推進 

 防災及び防犯対策の推進 

 防犯意識の醸成 

４ 生きが

いを持っ

て生活す

るために 

（１）保健療育体制の整

備 

 障がいの原因となる傷病の予防，

早期発見・早期治療体制の充実 

 地域における療育体制の構築 

 地域におけるリハビリテーション

体制の確立 

（２）保育・教育の支援 
 障がい児保育の充実 

 障がい児教育の充実 

（３）交流・生きがいづ

くりの充実 

 スポーツ・芸術文化活動の促進 

 交流教育の充実 
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第２章 各論 

基本目標１ 互いに尊重し支え合うために 

１ 啓発活動の推進 

共生社会の実現には，年齢・性別・障がいの有無・健康状態

等，多様な市民がともに同じまちに暮らしていることを実感で

きる「心のバリアフリー化」が必要です。 

障がいのある人もない人も参加できる行事やイベントの開催を通じて，障がいのある人と

ない人相互の理解と交流を促進します。 

障がいのある人やその家族が日頃から地域活動に参加することも，障がいのある人への理

解を深める機会となることから，地域活動への参加を呼びかけ，周知を図っていきます。 

施策の展開  

（１）広報活動の推進 

① 広報誌・ウェブサイト等による制度・サービス内容の周知・ＰＲ 

広報おおさきやウェブサイト等により，障がい者団体や施設，支援学校の行事や取り組み

等，障がいのある人に関する情報を積極的に PR し，市民の理解と啓発を促します。 

② 「障害者週間」等における啓発・広報 

「障害者週間」（12 月３日から 12 月９日）や「障害者雇用支援月間」（９月），「精神

保健福祉普及運動」（10 月）等，広報おおさきやウェブサイト等を通じて，障がいのある人

に対する市民の正しい理解と認識を高めるための啓発を図ります。 

③ 福祉マップ等の周知 

県のウェブサイトに掲載されている市町村別バリアフリー情報「みやぎバリアフリー情報

マップ」の周知や，市内の障害福祉サービス事業所等をウェブサイトに掲載し,広く周知し

ます。 
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（２）障がい者理解の促進 

① 講演会・研修会等による障がいへの相互理解の促進 

子どもの時から障がいに対する理解が身につくよう，学校の学習等において，障がいのあ

る人からの講話や福祉体験等を行う機会をつくります。また，市民や各種事業所等を対象に，

障がい福祉に関する研修会を開催したり，聴覚や視覚に障がいのある人々を交えての学習会

や交流の機会を提供します。 

概 要 

○ 障がいのある人の置かれている状況や環境をキャップハンディ体験学習会等で体験し，障がいに

対する理解を深める機会を提供 

○ 生涯学習出前講座等での障がい福祉や福祉サービスについての講話の実施 

○ 聴覚や視覚に障がいのある人やその家族，市民を対象に，交流会や情報交換の場を提供 

 

② 障がいのある人とない人，保護者同士の交流環境づくりの推進 

子どもの時から，障がいのある人もない人も地域で一緒に遊んだり，学んだりできる環境

をつくります。また，障がいのある子どもの遊びの場や保護者同士の交流の場を提供します。 

概 要 

○ 保育所等において施設開放日を設け，未就学児童とその保護者等が交流できる場を提供 

 

③ 当事者団体の交流の促進と活動の支援 

障がい者団体や家族会等の活動を支援し，障がいのない人との交流を促進します。 

概 要 

○ 障害者等地域生活支援事業に基づく補助金の交付により障がい者団体や家族会等の活動を支援 
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（３）ボランティア活動等の充実 

① ボランティア活動の推進 

大崎市社会福祉協議会においてボランティア活動推進事業を実施しており，ボランティア

活動に参加したい人と依頼したい人をつなぎ，活動の輪を広げるボランティアセンターを設

置しています。地域におけるボランティアの情報を集約・発信する機能の充実を図り，地域

住民のボランティア意識の醸成を図ります。 

概 要 

○ ボランティアセンター機能（ボランティアの広報啓発活動，活動基盤整備，人材育成等）の充実

強化を図り，事業を通じて学習や交流の場を提供し，ボランティア活動を支援（社会福祉協議

会） 

○ 市内小・中学校を対象に，体験や交流活動を通じて福祉の心を育むことを目的に，福祉・ボラン

ティア活動協力校として指定し，福祉教育・学習の機会の提供と支援（社会福祉協議会） 

 

② ボランティア協力団体への支援 

大崎市社会福祉協議会で様々なボランティア活動を推進しています。市では同協議会に対

して補助金を交付し，地域で活躍するボランティアの活動・育成を支援します。 

概 要 

○ 地域福祉活動やボランティア活動の推進，支援，人材養成等，地域福祉の質の向上を狙いとする

各種事業を実施 

 

③ ボランティア受け入れの促進 

地域ボランティア団体等との連携を強化し，障がい者施設や地域活動支援センター等での

ボランティアの受け入れを促進します。 
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２ 差別解消・権利擁護の推進 

個人が人としての尊厳を持って生きていくためには，人権を

はじめとする様々な権利が保護されなければなりません。 

判断能力が十分でない人の財産等の権利を守るために「成年後見制度」がありますが，ア

ンケート結果では，この制度を知っている割合は約 2 割となっている状況です。 

自立した日常生活を送るために制度を必要とする人が，必要な時に活用できるよう，制度

の周知及び利用支援を行います。 

また，障がい者への虐待の防止や差別の解消につながる啓発，発生してしまった虐待への

迅速な対応に努めます。 

施策の展開  

（１）障がい者差別解消の推進 

① 差別解消の推進 

市職員対応要領を作成するとともに，同対応要領に係る留意事項を踏まえ，必要な研修を

行います。また，障がいを理由とする差別に関する相談体制の整備するとともに，市民への

啓発活動を通じて差別解消の推進に取り組みます。 

概 要 

○ 各種職層研修や職場内研修の機会を通じ，障がいを理由とした差別の禁止や合理的配慮等につい

て学ぶ機会を提供 

 

② 市民に向けた障がい者差別解消の啓発 

障がいを理由とした差別の禁止や合理的配慮等について学ぶ機会を充実し，障がい及び障

がいのある人への理解促進を図ります。 

概 要 

○ 障がいの理解促進や差別解消を推進するリーフレットの作成 

○ 市民に向けた障がいを理由とした差別の禁止について学ぶ機会を提供 
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（２）障がい者の保護と権利擁護 

① 虐待の防止 

「障害者虐待防止法」の趣旨及び内容を踏まえ，関係機関・団体や住民への周知を図ると

ともに相談支援の体制を整え，障がいのある人への虐待を防止する地域のネットワークづく

りを進めます。 

概 要 

○ 障害者虐待防止センターの適切な運営により，障がい者虐待に関する相談や通報，届出の受付事

実の確認及び立ち入り調査，障がい者に対する一時保護や支援，養護者の負担の軽減を図るため

の支援の実施 

○ 障がい者福祉施設や支援事業所等の職員向けに，障がい者虐待の防止と対応について学ぶ機会を

提供 

 

② 障がい者の権利擁護体制の整備促進 

障がいのある人のうち，自己の判断能力が不十分な人を対象に，一方的に不利な契約を結

ばないよう支援する等，本人の権利や財産を守ることを目的とした成年後見制度の普及と推

進を図ります。 

概 要 

○ 成年後見制度の利用者の後見人等の報酬等必要となる経費の一部について，補助を受けなければ

制度の利用が困難であると認められる障がい者に対する権利擁護体制の整備 

○ 成年後見制度における法人後見活動を支援するために，実施団体に対する研修，安定的な実施の

ための組織体制，専門職による支援体制の構築 

 

③ 消費者としての相談窓口体制の充実 

障がいのある人の消費者としての保護と権利の擁護が図られるよう，適切な情報提供や相

談窓口の充実を図ります。 

概 要 

○ 消費生活センターの適切な運営及び多重債務無料法律相談の開設 
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基本目標２ 地域で自分らしく暮らしていくために 

１ 生活支援体制の整備 

国では，平成 28 年に「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」が設置

され，制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超

えて，地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し，人と人，人と資源が世代や

分野を超えて『丸ごと』つながることで，住民一人ひとりの暮らしと生きがい，地域をとも

に創っていく「地域共生社会」の実現が目指されています。共生社会の基礎として，地域で

安心して暮らすための支援の充実は欠かすことのできないものであり，今後も一層の支援の

充実が求められています。 

障がいのある人が必要なサービスを利用することができるよう，サービスの提供体制の充

実を図るとともに，サービス事業者に関する情報を，視覚障がい，聴覚障がい等障がい特性

に対応する様々な手段により迅速に提供します。 

障がいのある人が地域で生活をしていくためには，生活基盤の確保が重要であるため，障

がいのある人が安心して暮らせるグループホーム等，多様な生活の場の確保に取り組んでい

きます。 

また，充実した地域生活を支える相談体制や支援拠点の整備，保健・医療・福祉・教育の

連携の強化を図ります。 

施策の展開  

（１）在宅支援体制の充実 

① 障害福祉サービス事業の充実 

「障害者総合支援法」に基づく障害福祉サービスや地域生活支援事業をはじめ， 各種サー

ビス事業について，障がいのある人が自立した生活を送ることができるよう支援します。 

また，障がいのある人で医療的ケアの必要な人に対しては，利用者ニーズに応えられるよ

う，通所系サービスや短期入所での受け入れ拡大に努めます。 

概 要 

○ 障がいのある人が自立して地域で安心して生活できるよう，障害福祉サービス等の適切な量の確

保と内容の充実 

○ 一時的に家庭での介護が困難になった場合や，家族の疲労を軽減できるよう，短期入所サービス

等の供給体制の整備 
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② 地域包括ケア体制の構築 

難病や医療的ケアを必要とする障がいのある人等が，在宅で生活をする上で必要なサービ

ス提供が受けられるよう，関係機関・団体・事業所間での連携を強化し，地域で支援する体

制づくりを進めます。 

概 要 

○ 大崎市自立支援協議会の相談支援部会，医療的ケア支援検討部会等，各部会・ワーキングにて，

支援体制づくりの検討や質の高いサービス提供のためのスキルアップ策等の検討 

○ 支援者への相談支援業務，異なる職種間連携のためのコーディネート等の実施 

 

（２）相談支援体制の充実 

① 相談窓口の充実 

障がいのある人とその家族が，必要な情報や助言を得ることができるように，市役所本庁

及び各総合支所，市が委託する障害者相談支援事業所において，障害福祉サービスを利用す

るための情報提供や各種の相談，社会資源を活用するための支援を行います。 

また，市で委託している障害者基幹相談支援センターでは，地域にある相談支援事業者で

の対応が困難な，包括的な相談や成年後見制度に関する支援，さらには，地域の相談支援専

門員の人材育成を行います。 

② 関係機関との連携 

心の健康づくりや精神に障がいのある人の社会復帰に向けた支援を関係機関（大崎保健所，

宮城県精神保健福祉センター）と連携して行います。市で実施している心の健康づくりに関

する相談や研修会とあわせて，関係機関が行っている相談等についても情報提供し，障がい

のある人がよりよい支援を受けることができるように努めます。 

概 要 

○ 精神科医師による精神保健福祉相談 

○ 精神保健福祉士によるアルコール関連問題相談 

○ 家族会にて研修会等実施 

○ ひきこもりに対する個別相談，家族会への支援 

○ 関係機関への研修会を実施 

③ 日常生活自立支援事業の推進 

障がいのある人のうち，自己の判断能力が十分でない人が，地域で自立した生活を送るこ

とができるように支援するため，各種福祉サービスの利用援助や金銭管理，財産預かりサー

ビスを行う日常生活自立支援事業（まもりーぶ事業）を推進します。 

概 要 

○ 知的障がい・精神障がいのある人等に対して，各種福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理サ

ービス，財産お預かりサービス（まもりーぶ事業）の推進 
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（３）経済的自立の支援 

各種手当や助成，減免等による経済面での支援を行い，障がいのある人とその家族の経済

的な負担の軽減を図ります。また，各種制度の内容を広報おおさきやウェブサイトで広く周

知し，活用を促進します。 

主な事業等 概 要 

年金・手当 ○ 障害基礎年金等の相談・申請受付 

○ 特別障害者手当・障害児福祉手当の支給 

○ 特別児童扶養手当の支給 

○ 心身障害者扶養共済制度の申請受付 等 

医療費等の助成 ○ 心身障害者医療費助成事業 

○ 自立支援医療（更生医療） 

○ 自立支援医療（育成医療） 

○ 自立支援医療（精神通院） 

○ 在宅酸素療法者酸素濃縮器利用助成事業 等 

日常生活の支援 ○ 日常生活用具の給付 

○ 自動車運転免許取得助成事業 

○ 身体障害者自動車改造助成事業 等 

その他の減免・割

引・助成 

○ 障害福祉サービスの利用負担軽減 

○ ＮＨＫ放送受信料免除申請の受付 

○ 自動車取得税等の減免に係る生計同一証明書の発行 

○ 有料道路障害者割引申請の受付 

○ 障害者家族介護者等介護用品助成券の交付 

○ 福祉タクシー利用助成券の交付 

○ 重度障害者福祉有償運送助成事業 

○ 自動車等燃料費助成券の交付 等 
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２ 雇用・就労の促進 

障害者雇用促進法による法定雇用率の引き上げをはじめとする，障がい者

就労の促進に向けた政策を背景に，障がいのある人の就労意欲や企業の採用

意欲が高まりを見せており，障がいのある人の雇用数は増加しています。 

一方で，障がいのある人が自らの選択により，自分に合った仕事に就き，働き続けるため

には，障がい特性を踏まえた多様な仕事や就労形態の創出が必要であり，専門性の高い支援

が求められています。 

また，障がいのある人の就労には企業の障がいに対する理解や協力が不可欠となっていま

す。そのため，企業及び障がいのある人に対する就労支援や就労定着支援のさらなる充実を

図るとともに，関係機関等と連携を図りながら，きめ細やかな支援に取り組んでいきます。 

また，就労機会の拡大を図るとともに，障がいの程度に応じた支援として，福祉施設等に

おける就労の充実にも取り組んでいきます。 

施策の展開  

（１）雇用の促進 

① 障がい者雇用の拡大 

法定雇用率未達成の市内の企業等へ協力を呼びかけ，障がい者の雇用拡大を図るとともに，

障がいのある人の就労の場の確保と障がい者雇用率の向上に向けてハローワーク，障害者就

業・生活支援センター等と連携し，障がい者雇用の意識高揚や各種助成制度・奨励制度の周

知及び制度の利用を促進します。 

また，障がいのある人に対しては，障がい特性にあわせた職場の情報提供や，職業訓練の

ための障害福祉サービスを提供します。 

 

② 関係機関の連携による就労支援 

福利厚生の整備や雇用制度の充実を図る等，障がいのある人が安心して働ける企業環境の

整備に向けた啓発と支援に努めるとともに，事業主との連絡・連携を深め，専門機関との連

携の下，障がい者の職場における課題解決を図り，職場定着を支援します。 

また，障害者就業・生活支援センターにおいては，就労を希望する障がいのある人に対し

て，就業訓練をしながら適性を見極め，障がいの特性にあった職場に就労できるよう支援し

ます。また，就労後も事業主やハローワーク，医療機関等と連携しながら，障がいのある人

の職場における課題を解決し職場定着を促進します。 
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（２）福祉的就労の充実 

① 多様な就労への支援 

一般企業で就労することが困難な人には，それぞれの意欲・能力に応じて，福祉的就労が

できるように障害福祉サービスを提供します。 

福祉的就労には，就労移行支援，就労継続支援Ａ型（事業所と雇用契約し最低賃金が保証

される），就労継続支援Ｂ型（非雇用型）があり，令和７年度から新設される就労選択支援

を利用することで障がいのある人の特性にあわせて自身の希望する事業所の選択ができるよ

う適切な情報を提供します。 

また，関係機関との連携により障がいのある人の希望に沿いながら，一般就労や就労継続

支援Ｂ型からＡ型に移行できるよう支援します。 

 

② 製品等の販路拡大 

障害者就労施設等で製作された物品や提供される役務について，公共機関や民間企業等の

協力を募り，販路の拡大を図ります。 

概 要 

○ 国や地方公共団体，独立行政法人等の公的機関が物品やサービスを調達する際，障害者就労施設

等からの優先的・積極的な購入を推進 

○ 障害者就労施設等が提供できる物品やサービス等を市のウェブサイトで紹介し，民間企業等から

の販路の拡大を推進 

 

③ 継続的な就労定着に向けた支援 

就労後のフォローを行う就労定着支援事業や就労定着支援の活用，県，ハローワーク，障

害者就業・生活支援センター，ジョブコーチ等との連携により，障がいのある人の就労を支

援します。 
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基本目標３ 安心・安全に生活するために  

１ 情報提供の充実 

情報提供やコミュニケーションの支援においては，障がいのそれぞれの特

性に配慮した支援が求められています。大崎市では，令和元年６月に「大崎

市障がいのある人のコミュニケーション手段の利用を促進する条例」を施行しています。今

後は，この条例について市内外へ広く浸透を図る必要があります。 

また，市からのお知らせや行政サービス，イベント等の情報提供に当たっては，ウェブサ

イトやＳＮＳ等の様々な媒体やＩＣＴの利活用を促進する等，それぞれの障がいの特性に応

じた，誰もが利用でき，わかりやすいものとなるように努めます。 

施策の展開  

（１）コミュニケーション手段等の充実 

① 意思疎通支援の充実 

障がい特性に応じた多様な意思疎通支援として，手話通訳者及び要約筆記者等の派遣や，

手助けが必要なことを伝える手段としてのヘルプカードの作成と活用等，必要性に応じた情

報提供に努めます。 

また，意思疎通の手段の一つである手話は言語であるとの視点から，手話言語の普及を図

り，意思疎通支援の充実を促進します。 

概 要 

○ 聴覚障がい者，音声機能又は言語機能の障がい者を対象に，手話通訳者や要約筆記者を派遣 

○ 援助を必要とする障がいのある人が困った際等に，周囲の配慮や手助けを依頼しやすくするヘル

プカードの作成と普及啓発を実施 

○ 広報誌の音声化や点字広報誌の作成による視覚障がい者や聴覚障がい者への情報提供 

○ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段による意思疎通を図るための市職員向け研修の実

施 

 

② 人材の拡充 

コミュニケーション手段の充実を図るために，手話奉仕員等の人材の計画的な育成・確保

に努めます。 

概 要 

○ 手話奉仕員養成講座の実施し，手話奉仕員を養成 

○ 手話奉仕員のフォローアップ研修の開催や活躍する機会の提供 
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（２）情報の利用におけるバリアフリー化 

① 講習会開催の周知 

宮城労働局等で実施している職業訓練のほか，大崎地域職業訓練センターで実施している

パソコンの基本操作，アプリケーションソフトのスキル習得講座等を，広報おおさきやウェ

ブサイトを通じて広く周知を図ります。 

 

② 情報処理機器等の提供 

情報を見る，入手する，加工する，発信する等の情報の利用について，利用のしやすさに

配慮し，障がいのある人にとって使いやすい情報処理機器等を提供します。 

概 要 

○ 日常生活の便宜を図るため，視覚障がい者用ポータブルレコーダーや聴覚障がい者用通信装置等

の給付 

○ 視覚に障がいのある人にも快適に大崎市のウェブサイトを利用できるように，音声読み上げ機能

や文字サイズの変更機能等を付加 
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２  生活環境の整備 

障がいのある人が，地域の中で安心して暮らしていくためには，住居内で

の移動や道路・施設・交通機関等の利用において，困難を感じさせるもの

（バリア）を極力無くす（フリーにする）環境の整備を，当事者の視点に立って行うことが

大切です。 

障がいのある人が利用しやすい安全な環境を整備するため，住宅や施設・道路の整備，交

通手段の充実に努めます。 

施策の展開  

（１）住まいの確保と住宅環境の整備 

① 公営住宅の設置とバリアフリー 

市営住宅等を新設する際には，障がいのある人が暮らしやすくなるよう配慮にするととも

に，老朽化した市営住宅については，改築にあわせてバリアフリー化を推進します。 

 

② 住宅バリアフリーの推進 

市民が居住する住宅の耐久性・居住性等の向上を支援し，行政や団体等で行っている住宅

改修事業の周知を図り，住宅のバリアフリー化を推進します。 

 

（２）公共的施設のバリアフリー化 

① 道路環境の見直し・点検と整備の促進 

道路環境（信号，点字ブロック，歩道，冬期の凍結等）の見直し・点検等を行い，公共施

設や商店街を中心に道路における段差や傾斜をなくす等，障がいの有無に関わらず誰もが利

用しやすい道路整備等を促進します。 

 

② 公共施設のバリアフリー化促進 

「高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）等に基づ

き，公共施設の改修や新設の際はユニバーサルデザインを考慮した設計を推進します。 

 

③ 交通施設のバリアフリー化促進 

「高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）等に基づき，

ハード面での整備促進を関係機関や事業者へ働きかけるとともに，市の交通施設については，

施設の改修や新設にあわせて整備を推進します。  
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３ 防災・見守り体制の推進 

平成 23 年３月に発生した東日本大震災をはじめ，近年は全国

各地で予測の難しい大規模な自然災害が発生しています。それ

に伴い，障がいのある人が有事の際に逃げ遅れてしまう危険性が高い場面が多くなっていま

す。また，避難所において障がい特性に応じた適切な支援が受けられるかどうかの不安や周

囲の理解不足等のため，安心して避難することができないことが懸念されるため，早急に障

がいのある人に配慮した防災体制を構築することが求められています。 

そのため，災害時等において障がいのある人に対し，必要な情報や適切な支援が提供でき

るよう，迅速な情報提供や避難所の整備等の取り組みを進めます。 

施策の展開  

（１）防災及び防犯対策の推進 

① 防災体制及び避難・救護体制の充実 

大崎市地域防災計画に基づき，地域や地区の実情に応じて，近隣の住民や民生委員・児童

委員，自主防災組織等の協力により，災害時には，障がいのある人が迅速に避難所へ避難で

きるよう，避難行動要支援者名簿を活用した避難・救護体制の確立を図ります。 

また，大規模な災害時においては，保健師等が避難所や自宅等を訪問し，状況把握と不安

解消に努めます。避難の長期化が見込まれる場合には，必要に応じて「災害時に要配慮者等

の避難施設として民間の社会福祉施設等を使用することに関する協定書」に基づき，福祉避

難所を開設します。 

概 要 

○ 災害時の避難行動に支援が必要と思われる市民を対象に，平時より名簿を作成しておき，大規模

な災害時には名簿に基づき，避難誘導や安否確認の実施 

○ 一般の避難所での生活が困難な障がいのある人のため，福祉避難所の設置運営に関する協定の締

結を推進 

○ 障がいのある人への災害情報等の伝達を効果的に行うため，メール配信，防災行政無線の放送内

容を掲示等の拡充 

 

② 緊急通報体制の充実 

障がいのある人に使いやすい情報処理機器等を給付するとともに，一人暮らしの身体障が

い者（身体障害者手帳１・２級の所持者）の緊急事態発生に対処するため，緊急通報装置を

貸与します。 

概 要 

○ 在宅の一人暮らし等の障がい者に対し，日常生活上の安全の確保と精神的な不安を解消するため

の緊急通報機器を貸与 
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（２）防犯意識の醸成 

「消費生活講座」「出前講座」等を通じて，消費生活のトラブル防止や特殊詐欺に遭わな

いための助言・指導等を行い，防犯に関する情報提供とあわせて防犯意識の向上を図ります。 

概 要 

○ 「消費生活講座」や「出前講座」等を開催し，消費生活トラブルや特殊詐欺に関する情報提供や

防犯意識の向上の推進 
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基本目標４ 生きがいを持って生活するために 

１ 保健医療体制の整備 

平成 28 年５月の発達障害者支援法の改正により，発達障がい者に対する障

がいの定義と理解の促進，生活全般にわたる支援の促進，発達障がい者支援

を担当する部局相互の緊密な連携の確保，関係機関との協力体制の整備を行っています。 

障がいのある人が自分の能力を最大限に活かし，それぞれのライフステージで充実した生

活を送るためには，障がいの状況と本人の適性に応じた適切な教育の機会を保障することが

不可欠です。 

大崎市では精神障害者保健福祉手帳所持者数が近年増加していますが，若い年代から健康

づくりに取り組み，生活習慣病の発症や重症化を予防するとともに，疾病の早期発見・早期

治療による障がいの軽減が重要となっています。 

そのため，健康診査や健康づくりを支援するための各種活動や早期発見のための体制の充

実，精神医療を含む，保健・医療体制の整備を推進します。 

施策の展開  

（１）障がいの原因となる傷病の予防，早期発見・早期治療体制の充実 

① 妊娠期からの支援の充実 

妊婦の健康診査，健康教育等を奨励し，障がいの早期発見に努めるとともに，医療機関と

の連携により出産後の相談体制の充実にも努めます。 

概 要 

○ 母子健康手帳交付時等に身体的・精神的・社会的状況を把握した上で，支援の必要な妊婦に対

し，訪問指導や個別支援を実施 

 

② 障がいのある子どもへの早期支援 

乳幼児健康診査・育児相談等を実施し，障がいの早期発見と早期支援に努めます。 

概 要 

○ 新生児から３歳までの間は，健康診査，育児相談を充実して実施し，医療機関と連携を図りなが

ら支援 
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③ 各種健診等の奨励 

障がいの原因となる傷病の早期発見・早期予防に欠かせない各種健康診査・検診の自発的

な受診を奨励します。 

概 要 

○ 各種健康診査や検診をパンフレットや広報誌，保健推進員の地区広報活動等による受診勧奨の実

施 

 

④ 障がいの原因となる傷病の予防 

脳血管疾患をはじめとする生活習慣病予防等のため，健康教室等を実施し，一人ひとりに

あった健康相談・指導を行います。 

概 要 

○ 健康診査において，要指導や要医療者となった人に対する個別保健指導，生活習慣病の予防に関

する正しい知識を持つことを目的とする健康増進教室の実施 

○ 各種健（検）診での精密検査該当者に対する受診勧奨と事後指導，概ね40歳以上の人を対象とす

る生活習慣相談や禁煙相談の実施 

○ 心の健康に不安のある人を対象とする臨床心理士による相談の実施 

 

⑤ 医療体制の充実 

生涯を通じて適切な医療を受けられるよう支援します。 

概 要 

○ 訪問診療を行う医療機関の情報の提供 

○ 市医師会，市民病院，東北大学病院等との連携・協力による，緊急医療体制の確保と維持 

 

（２）地域における療育体制の構築 

① 医療的ケアの必要な子どもの受け入れの促進 

医療的ケアを必要とする重症心身障がい児等の利用者ニーズに応えられるよう，医療機関

や介護施設での短期入所，児童発達支援，放課後等デイサービス，日中一時支援での受け入

れを促進するため，各事業所や医療機関，県，大崎圏域各町と連携しながら体制の構築を図

ります。 

 

② 療育支援の充実 

発達障がい等の子どもの保護者に対し，必要に応じて専門機関での相談や受診の調整を行

うとともに，子どもの発達にあわせて医療機関，保育所，幼稚園，教育委員会等が連携して

支援します。  
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また，児童発達支援，放課後等デイサービスにおいて，障がいのある子どもが集団や個別

での療育が受けられるよう支援します。 

 

（３）地域におけるリハビリテーション体制の確立 

① 地域リハビリテーション相談の活用 

障がいのある人が身体機能の回復を目指すだけでなく，生活意欲を高めることや，人的・

物的環境（家族・支援者の関わり方，福祉用具，住宅や学校等の環境等）を整えることで，

本人や家族の地域生活を支援します。 

概 要 

○ リハビリテーションの専門職（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士等）を派遣（宮城県北部保

健福祉事務所） 

○ 在宅での療養生活を支援するための保健・医療・福祉にわたる総合的なサービス調整と医療機関

との連携強化の推進 

 

② 専門職員の養成及び確保に向けた働きかけ 

障がい者福祉施設や医療機関に対し，作業療法士（OT）・理学療法士（PT）等の専門職員

の養成を働きかけるとともに，OT・PT各協会との連携のもと，その確保に向けた体制づくり

を推進します。 

概 要 

○ 大学等からの実習生受け入れを関係機関に働きかけ，専門職の育成を図るとともに，優秀な人材

の確保体制の推進 

 

③ 自主訓練グループ等の活動や相談による支援 

身体機能の維持・回復を目標とした自主的活動や，同じ疾患を持つ人々との交流を希望す

る人に対し，必要に応じた情報や場所の提供，健康相談等を行い，悩みや不安感の解消につ

なげます。 

概 要 

○ 自主的活動やグループからの要請，又は必要に応じ健康相談や交流場所の提供 
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２ 保育・教育の支援 

平成 24 年の「児童福祉法」改正により，障がい種別で分かれ

ていた障がい児についてのサービス体系が一元化されるととも

に，放課後等デイサービスや保育所等訪問支援等の新しいサービスが開始され，支援体制の

強化が進められています。また，平成 30 年の「児童福祉法」改正により，多様化する障が

い児支援のニーズにきめ細やかに対応するため，居宅訪問型児童発達支援や医療的ケア児へ

の支援等が盛り込まれました。 

大崎市では放課後等デイサービスや日中一時支援の利用が増加しており，相談支援体制を

拡充し，多様な関係者と連携して，質の高い適切なサービスの提供が行えるように取り組む

必要があります。 

支援が必要な子どもにとっては，乳幼児期から成人期までの切れ目のない一貫した支援が

必要となりますが，大崎市では各種障がい手帳の所持者に加えて，支援が必要な子どもとい

う幅広い視点を持ち，乳幼児期から保健，福祉，教育等の関係分野が連携し，乳幼児期から

成人に至るまで，成長段階に応じた必要な支援を行っています。 

一方で，支援が必要な子どもとその保護者を取り巻く環境は，障がいの考え方や必要なサ

ービス及び社会資源，ライフスタイルの多様化等，様々に変化しています。 

そのため，障がいの種類・程度・能力に応じて，乳幼児期から学齢期まで一貫して支援を

し続ける療育・保育・教育が提供できる環境の整備や支援体制を構築し，ライフステージに

応じた切れ目のない支援に取り組んでいきます。 

施策の展開  

（１）障がい児保育の充実 

① 保育所，幼稚園における受け入れ体制の整備 

保育所，幼稚園において，障がい児保育の充実と受け入れ体制の整備を図るとともに，関

係機関との連携強化や保育従事者の療育に関する専門知識の向上に努めます。 

概 要 

○ 個々にあった保育体制を確認し，必要に応じて職員の加配等による障がい児保育の実施 
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② 子育て支援センター等の利用促進 

子育て支援センター等の積極的な利用を促進し，乳幼児期の子育て支援の充実に努めると

ともに，子育て中の親の孤立化を防ぐよう支援します。 

概 要 

○ 「広場の開放」「年齢別サークル」「一時預かり」等で，未就学児が一緒に過ごせる機会

を設け，発達を支援し，保護者等には孤独な子育てにならないよう発達相談を実施 

○ 発達が気になる子どもとその保護者を対象に，子育てわくわくランドと保育所が連携し，発達へ

の支援と相談の場を提供 

○ 発達に障がい,もしくは遅れや偏りのある就学前の児童に対する療育機関の整備を促進し，児童

の成長を支える体制の推進 

 

（２）障がい児教育の充実 

① 障がい児と保護者への就学相談・支援の充実 

必要な時期に就学に関する相談・支援を受け，一人ひとりが障がいの状況にあわせた適切

な教育が受けられるよう，関係機関と連携し，適正な就学に向けた支援に努めます。 

概 要 

○ 「すこやかファイル」の活用を周知し，乳幼児期から切れ目ない一貫した支援体制の推進 

○ 就学先決定までの流れや関係機関の情報を掲載したリーフレットを配布し，必要な時期に相談で

きる支援体制の推進 

○ 特別な支援を必要とする子どもが個々に合った就学先につなげる支援の実施 

 

② 個々に応じた教育の充実 

一人ひとりの障がいの状況や能力，適性に応じ，教育上配慮が必要な子どもたちへの教育

的指導の充実を図ります。 

学校，相談支援事業所，ハローワークとの連絡体制づくりを行い，一人ひとりに応じた適

切な進路指導が行われるよう努めます。 

概 要 

○ 学校において，特別支援教育コーディネーター等を中心に相談体制を整え，個別の計画を作成

し，一人ひとりの教育ニーズに応じた指導や支援の実施 

○ 小・中学校に在籍する児童生徒の問題行動等（いじめ・不登校等）に対し，関係機関と連携しな

がらその児童生徒の置かれた環境に働きかけを行い，問題解決に向けて支援を行っていくため

に，スクールソーシャルワーカーによる支援の実施 
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３  交流・生きがいづくりの充実 

文化芸術活動やスポーツ，余暇活動の充実は，人の心を豊か

にし，生活に潤いをもたらすとともに，社会参加や人々の交流

を促進し，相互理解の醸成にもつながります。 

そのため，障がいのある・なしに関わらず，交流を深めることのできる文化活動や，スポ

ーツ・レクリエーション活動の場の提供・支援を行い，障がいのある人の生活がより充実し

たものとなる取り組みを進めていきます。 

施策の展開  

（１）スポーツ・芸術文化活動の促進 

① スポーツ活動の充実 

障がいのある人もない人も，気軽にスポーツ活動に参加し，交流，ふれあいの機会がもて

るようスポーツ活動の充実に努めます。また，障がい者スポーツ大会等への選手やボランテ

ィアとしての参加を支援します。 

② 芸術文化活動等への参加機会の拡充 

障がいのある人の生きがいづくりにつながる芸術文化活動等への参加機会の拡充のため，

関係機関・団体へのポスターやチラシの設置等により，芸術・文化祭等の周知や参加を支援

します。 

③ 施設利用機会の促進 

スポーツ・レクリエーション施設や生涯学習施設の全部又は一部の開放，及び利用料金の

減免等を行い，障がいのある人がスポーツやレクリエーションを安全に楽しんだり，学びを

身近にすることができる環境を整えます。 

 

（２）交流教育の充実 

① 教育機関における交流の促進 

特別支援学級の学校内での交流や小中高等学校と支援学校等との交流の促進に努めます。 

概 要 

○ 平成16年度から県で実施している「共に学ぶ教育」を進めるために，本人及び保護者の希望に

よって，支援学校に在籍する児童生徒が居住地の小・中学校で交流及び共同学習を実施 

○ 小中学校において，インクルーシブ教育を実施 

② 地域における交流の促進 

子どもの経験を広め，社会性や豊かな人間性を育むため，小・中学校等の子どもたちや地域の

人々と交流を行います。 
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第１章 第７期障がい福祉計画 

第１節 障がい福祉計画の策定 

１ 計画策定にあたって 

（１）策定の背景 

障がい福祉計画は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）」第88条第１項の規定に基づき，

市町村に策定が義務づけられている計画です。「障害者総合支援法」の基本指針に即して，

障害福祉サービス，相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標，各年度に

おける指定障害福祉サービス，指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な

量の見込み，地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する計画として策定するものです。 
 

障害者総合支援法第 88 条第１項 

（市町村障害福祉計画） 

第 88 条 市町村は，基本指針に即して，障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に

基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるも

のとする。 

 

（２）障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方 

① 訪問系サービスの充実を図り，全国どこでも必要な訪問系サービスを保障します。 

② 希望する障がい者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）に日中活動系サービス

を保障します。 

③ グループホーム等の充実を図るとともに，障がい者等への支援事業の推進により，地域

生活への移行を進めます。また，必要なサービスを保障することで生活の維持と継続を

支援し，あわせて地域生活支援拠点等の整備を図ります。 

④ 就労移行支援事業及び就労定着支援事業等の推進により，障がい者の福祉施設から一般

就労への移行等を推進します。 

⑤ 強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者に対する支援体制の充実に努めま

す。 

 

（３）相談支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

① 障害福祉サービスの適切な利用を支えるため，検証・評価を行いながら各種ニーズに対

応する相談支援体制を構築します。 

② 地域移行支援及び地域定着支援に係る，サービスの提供体制を確立します。 

③ 自立支援協議会の活性化を図るとともに，障がい者等への支援体制の整備を図るため，

その機能を有効に活用します。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は，「障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）」に基づく，障がい福祉施策の基本

的な方向性を定めた「大崎市障がい者計画」の一部をなすものであり，障がい者等に関する

福祉サービスの具体的な数値目標等を定めたものです。 

 

３ 計画の期間 

本計画は，令和３年度から令和５年度までを計画期間とした「第６期障がい福祉計画」の

見直しを行い，令和６年度から令和８年度までを計画期間とします。 

 

４ 計画の基本理念と基本方針 

（１）計画の基本理念 

本計画は，「大崎市障がい者計画」と一体的に策定していることから，基本理念について

も同様に「地域で支え合い，心がかようまちづくり」とします。 

この基本理念に基づき，障がいのある人もない人も，お互いに人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会の実現を目指します。 

 

（２）計画の基本方針 

障がい者等の自立と社会参加を基本とする「障害者基本法」の理念を踏まえつつ，以下の

６つを本計画の基本方針として施策を推進していきます。 

① 障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障がい者等の自己決定を尊重し，その意思決定の支援に配慮するとともに，その自立と社

会参加の実現を図ることを基本とし，障害福祉サービス，地域生活支援事業及び障害児支援

の提供体制の整備を進めます。 

② 市を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障害福祉サービ

スの実施 

障がい者等が地域で障害福祉サービスを受けることができるよう，実施主体は市とします。

また，障害福祉サービスの対象者は，身体障がい者，知的障がい者及び精神障がい者並びに

難病患者等であって，18 歳以上の障がい者並びに 18 歳未満の障がい児とし，サービスの充

実を図ります。 

③ 地域生活移行や地域生活継続の支援，就労支援等の課題に対応したサービス提供

体制の整備 

障がい者等の自立支援の観点から，地域生活への移行，地域生活の継続の支援，就労支援

の課題に対応したサービス提供体制を整え，障がい者等の生活を地域全体で支えるシステム

を実現するため，地域生活支援拠点等の整備を進めます。  
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④ 地域共生社会の実現に向けた取り組み 

地域の住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく，障がい者等の社会参加を促

進するため，多様なニーズを踏まえ，地域・暮らし・生きがいを共に創り，高め合うことが

できる包括的な地域共生社会の実現を目指します。 

⑤ 障がい福祉人材の確保・定着 

障がい者の重度化・多様化・高齢化が進む中において，将来にわたって安定的かつ永続的

に障害福祉サービス等を提供し，多様な障がい福祉に関する事業を行っていくためには，提

供体制を確保することと併せて，それを担う人材を確保していく必要があります。そのため，

関係機関の協力のもと，障がい福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの周

知・広報を推進します。 

⑥ 障がい者の社会参加を支える取り組み 

障がい者の地域における社会参加を促進するため「障害者による文化芸術活動の推進関す

る法律」や「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」に基づき，支援体制の整

備を進める等，障がい者の多様なニーズを踏まえながら支援を進めます。 
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５ 令和８年度の目標 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

地域移行者数 

 地域生活に移行する人について，令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が移行することと

します。 

施設入所者数 

 令和８年度（2026 年度）末時点の施設入所者数を，令和４年度末時点の施設入所者数から 5％以

上削減することとします。 

大崎市の目標 

項目 数値 

①地域生活に移行する人数 8 人 

②施設入所者数の削減 7 人 

参考：令和４年度末時点での施設入所者数 121 人 

 

障がいのある人の地域における生活の場としてグループホームが重要な役割を担っていま

す。障がいのある人が地域で安心して暮らしていけるよう，グループホーム立ち上げ及び運

営への支援等，地域全体で支えるサービス提供体制の構築を図ることにより，障がいのある

人が地域生活に移行しやすい環境を整備していきます。 

また，障がいのある人の地域生活のためには，市民の障がいに対する理解が不可欠である

ため，啓発活動を通じて，市民の障がいに対する理解の促進に努めます。 

 

（２）精神障がい者の地域生活への移行の促進 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

 精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数：325.3 日以上。 

 精神病床における１年以上入院患者数。 

 精神病床における早期退院率：３か月後 68.9%以上，６か月後 84.5%以上，１年後 91.0%以上。 

 

活動指標 

 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

保健，医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数の

見込み 
1 回 1 回 1 回 

保健，医療及び福祉関係者による協議の場への関係者の

参加者数の見込み 
10 人 10 人 10 人 

保健，医療及び福祉関係者による協議の場における目標設定  

及び評価の実施回数の見込み 
1 回 1 回 1 回 

精神障害者の地域移行支援利用者数の見込み 1 人 1 人 1 人 
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令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

精神障害者の地域定着支援利用者数の見込み 1 人 1 人 1 人 

精神障害者の共同生活援助利用者数の見込み 65 人 70 人 75 人 

精神障害者の自立生活援助利用者数の見込み 1 人 1 人 1 人 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）利用者数の見込み 4 人 4 人 4 人 

 

県・大崎圏域と連携し精神障がい者の地域移行を促進します。 

 

（３）地域生活支援の充実 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

 各市町村又は圏域において地域生活支援拠点等を整備するとともに，コーディネーターの配置等

による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め，また，年１回以上，支援の実績等

を踏まえ運用状況の検証・検討を行うこと。 

 強度行動障がいを有する者に関し，各市町村又は圏域において支援ニーズを把握し，支援体制の

整備を進めること。 

大崎市の目標 

項目 数値 

地域生活支援拠点等の整備 7 か所 

コーディネーターの配置等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡 

体制の構築 
実施 

地域生活支援拠点等の運営状況の点検 年 1 回以上 

強度行動障がいを有する方への支援体制の整備に向けた支援ニーズの
把握 

実施 

 

活動指標 

 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

コーディネーター配置人数の見込み 1 人 1 人 1 人 

地域生活拠点等が有する機能の充実に向けた検証及び検

討の年間実施回数の見込み 
1 回 1 回 1 回 

 

大崎市では，既存の事業所等が有する機能を有機的に連携する「面的な体制」によって地

域生活支援拠点等を整備しています。 

今後も大崎市自立支援協議会等と連携しながら，地域生活支援拠点等に係る課題の検討や

運用状況の検証を行います。  
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

一般就労への移行者数 

 令和３年度の一般就労への移行実績の 1.28 倍以上が，就労移行支援事業等を利用して一般就労

へ移行することを基本とする。 

就労移行支援事業 

 令和３年度の一般就労への移行実績の 1.31 倍以上とすることを基本とする。 

就労継続支援Ａ型事業 

 令和３年度の一般就労への移行実績の 1.29 倍以上とすることを基本とする。 

就労継続支援Ｂ型事業 

 令和３年度の一般就労への移行実績の 1.28 倍以上とすることを基本とする。 

就労移行支援事業所の割合 

 一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所を全体の５割以上とすることを基本とする。 

就労定着支援事業所利用者数 

 令和３年度の就労定着支援の利用実績の 1.41 倍以上とすることを基本とする。 

就労定着率の高い就労定着支援事業所の割合 

 就労定着支援事業所のうち，就労定着率が７割以上の事業所を全体の25％以上とすることを基本

とする。 

大崎市の目標 

項目 数値 

一般就労への移行者数 14 人 

 ア．就労移行支援事業 10 人 

 イ．就労継続支援Ａ型事業 2 人 

 ウ．就労継続支援Ｂ型事業 2 人 

 就労移行支援事業所の割合 50％ 

就労定着支援事業利用者数 14 人 

就労定着率の高い就労定着支援事業所の割合 100％ 

地域の就労支援ネットワークの強化，関係機関の連携した支援体制の 
構築に向けた協議会（就労支援部会）等を設置 

実施 

 

ハローワークや障害者就業・生活支援センターをはじめとした関係機関と連携し，就労を

希望する障がいのある人と企業をつなげる機会を提供し，一般就労への移行を促進します。 

また，就労移行支援事業等から一般就労へ移行する障がい者に対して，就労定着支援事業

の利用を勧奨します。 

大崎市自立支援協議会と連携し，障がいのある人の就労に向けた支援のあり方について関

係機関が協議できる場を設け，定期的に実施します。  
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（５）相談支援体制の充実・強化等 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

相談支援体制の充実・強化等 

 令和８年度末までに，各市町村又は各圏域において，総合的な相談支援，地域の相談支援体制の

強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支援センターを設

置することを基本とする。 

 協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う。 

大崎市の目標 

項目 数値等 

基幹相談支援センターの設置 １か所 

協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善 実施 

 

活動指標 

 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

基幹相談支援センターによる指導・助言の件数 60 件 60 件 60 件 

基幹相談支援センターによる人材育成の支援件数 20 件 20 件 20 件 

基幹相談支援センターによる連携強化の取り組みの実施回数 18 回 18 回 18 回 

基幹相談支援センターによる個別事例の検証回数 6 回 6 回 6 回 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数 1 人 1 人 1 人 

協議会における事例検討回数 8 回 8 回 8 回 

協議会における事例検討に参画する事業者・機関数 8 事業所 8 事業所 8 事業所 

協議会における専門部会の設置数 3 部会 3 部会 3 部会 

協議会における専門部会の開催回数 13 回 13 回 13 回 

 

基幹相談支援センターと障害者相談支援事業所との連携により，障がい種別を問わずに総

合的・専門的な相談支援を実施する体制を確保します。 

また，複合的な課題や 8050 問題に対応するため，地域包括支援センター（介護保険法）

や自立相談支援事業（生活困窮者支援法）との連携に努めます。 

そのほか，地域の相談支援体制を強化するため，連絡会議等による連携を図るほか，障害

者相談支援事業所等の人材育成の支援に取り組みます。  
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（６）障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

 令和８年度末までに，障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに関する事項を実施

する体制を確保することを基本とする。 

大崎市の目標 

項目 数値等 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに関する事項を

実施する体制の構築 
実施 

 

活動指標 

 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

宮城県が実施する障害福祉サービス等に関する研修，その

他の研修への職員の参加人数の見込み 
2 人 2 人 2 人 

障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を

共有する体制の有無及び共有回数 
12 回 12 回 12 回 

 

 

宮城県が実施する市町村職員を対象とした障害福祉サービス等に係る研修に積極的に参加

します。 

また，障害者自立支援審査支払等システム等での分析結果を活用し，事業所等と共有する

体制を確保するとともに，適正な給付事務を行えるように努めます。 
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第２節 障害福祉サービス・地域生活支援事業 

１ 障害福祉サービス 

（１）訪問系サービス 

サービスの内容 

サービス名 内容 

①居宅介護 

（ホームヘルプ） 

自宅で，入浴，排せつ，食事等の介護，調理，洗濯，掃除等の家事，生活等に

関する相談，助言その他の生活全般に係る援助を行います。 

②重度訪問介護 

重度の肢体不自由の人又は重度の知的障がい・精神障がいにより行動上著

しい困難を有する人であって，常時介護を必要としている人に対し，自宅等

で，入浴，排せつ，食事等の介護，外出時における移動支援等を総合的に行

います。 

③同行援護 
重度の視覚障がいにより移動が困難な人の外出時に同行し，移動に必要な

情報を提供するとともに，外出する際の必要な援助を行います。 

④行動援護 
知的障がいや精神障がいにより行動が困難な人に対し，危険を回避するた

めに必要な介助や外出時における移動中の支援を行います。 

⑤重度障害者等 

包括支援 

常時介護の必要性が著しく高く，意思疎通が困難な人に対し，居宅介護等複

数のサービスを包括的に行います。 

サービスの利用実績と必要見込み量（月間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○居宅介護 
○重度訪問介護 
○同行援護 
○行動援護 
○重度障害者等包括支援 

時間 
 

1,207 1,364 1,268 
 

1,286 1,286 1,286 

人 
 

100 106 105 
 

107 107 107 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 サービス提供の維持・確保を継続するとともに，関係機関や事業者と情報を共有し，事

業者等に対して助言・援助を行います。 

 サービスを必要とする人の把握に努め，利用希望があった場合に速やかにサービス提供

につなげられるよう情報提供を行います。 
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（２）日中活動系サービス 

サービスの内容 

サービス名 内容 

①生活介護 

常時介護が必要な重度の障がいのある人に対して，昼間，施設内で入浴，

排せつ，食事等の介護を行うとともに，創作的活動又は生産活動の機会

を提供します。 

②自立訓練（機能訓練） 

地域生活上で身体機能の維持・回復等の支援が必要な障がいのある人に

対し，地域生活を営むことができるよう，身体的リハビリテーション，日常

生活に係る訓練等の支援を行います。 

③自立訓練（生活訓練） 

障がいのある人に対し，地域生活を営むことができるよう，一定の期間に

おける支援計画に基づき，日常生活能力の向上に必要な訓練等の支援を

行います。 

④就労選択支援 

障がいのある人の希望や能力・適正に応じて，就労先の選択への支援（就

労アセスメント）を行うとともに，就労後に必要な配慮等を整理し，障がい

のある人の就労を支援を行います。 

⑤就労移行支援 

就労を希望する 65 歳未満の障がいのある人で一般就労が可能と見込

まれる人に，一定の期間，生産活動や職場体験等の機会を提供し，就労に

必要な知識や能力の向上に必要な訓練，求職活動に関する支援，就職後

における職場定着のための相談等，必要な支援を行います。 

⑥就労継続支援Ａ型 

一般就労が困難な 65歳未満の障がいのある人に，生産活動の機会の提

供等就労に必要な知識や能力の向上のための訓練等，必要な支援を行い

ます。（雇用契約あり） 

⑦就労継続支援Ｂ型 

一般就労していたものの，心身の状態等により引き続き雇用されること

が困難になったり，就労移行支援によっても一般就労に至らなかった障

がいのある人に，生産活動の機会の提供等就労に必要な知識や能力の向

上のための訓練等必要な支援を行います。（雇用契約なし） 

⑧就労定着支援 

就労移行支援等を利用して一般就労へ移行した人の生活面の課題を把

握するとともに，企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題に向

けて必要となる支援を行います。 

⑨療養介護 

医療が必要な人であって，常時介護を必要とする重度心身障がいのある

人を対象に，医療機関で機能訓練や療養上の管理，看護，介護及び日常

生活上の援助を行います。 

⑩短期入所 

（ショートステイ） 

在宅の障がいのある人を介助する人が病気等の場合に，障がいのある人

が短期間入所し，夜間も含め施設で入浴，排せつ，食事等の介護を行いま

す。 
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サービスの利用実績と必要見込み量（月間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○生活介護 
日  6,424 6,303 6,514  6,554 6,554 6,554 

人  323 319 323  325 325 325 

○自立訓練（機能訓練） 
日  0 0 0  0 0 0 

人  0 0 0  0 0 0 

○自立訓練（生活訓練） 
日  268 237 269  288 288 288 

人  12 13 11  12 12 12 

○就労選択支援 
日      - 112 140 

人      - 8 10 

○就労移行支援 
日  661 543 586  601 601 601 

人  46 40 39  40 40 40 

○就労継続支援Ａ型 
日  1,349 1,551 1,580  1,678 1,710 1,805 

人  69 81 80  85 90 95 

○就労継続支援Ｂ型 
日  5,665 5,920 6,371  6,480 6,660 6,840 

人  311 332 352  360 370 380 

○就労定着支援 人  8 9 11  12 13 14 

○療養介護 人  22 23 23  24 24 24 

○短期入所（ショートス
テイ）福祉型 

人 
 

88 88 111 
 

120 120 120 

○短期入所（ショートス
テイ）医療型 

人 
 

4 4 7 
 

10 10 10 
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現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 サービスの実施にあたっては，市内の事業所及び大崎圏域の自治体で調整を行いつつ，

サービス基盤の確保に努めていきます。 

 就労に対する意向や継続に向けたサービスの質の向上に努めるほか，就労継続支援事業

所における受託作業の拡大を支援していきます。 

 障がいの特性やライフステージに応じた適切な日中活動の場を確保するため，事業所の

拡充や新規参入を促進します。 

 必要とされるサービス量とその質を確保するため，人材の育成や確保に努めます。 

 福祉施設やハローワークや障害者就業・生活支援センター，特別支援学校等の関係機関

のネットワークを活用し，就労に関する地域の課題把握やその改善施策の検討を行いま

す。 

 医療的ケアが必要な人や児童を対象とする短期入所のサービス確保に向けて，引き続き

検討を行います。 
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（３）居住系サービス 

サービスの内容 

サービス名 内容 

①共同生活援助 

（グループホーム） 

主として夜間において，障がいのある人が共同生活を営む住居において，

相談その他の日常生活上の援助や，入浴，排せつ，食事等の介護を行いま

す。 

②施設入所支援 
通所によって生活介護や訓練等を受けることが困難な人を対象に，夜間や

休日に入浴，排せつ，食事等の介護を行います。 

③自立生活援助 

定期的に利用者の居宅を訪問し，生活状況や体調等について確認を行い，

必要な助言や医療機関等との連絡調整を行います。また，利用者からの相

談，要請があった際は，電話，メール等による随時の対応も行います。 

サービスの利用実績と必要見込み量（月間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○共同生活援助 
（グループホーム） 

人 
 

199 200 210 
 

215 220 225 

○施設入所支援 人  130 121 125  123 121 118 

○自立生活援助 人  0 0 0  1 1 1 

 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 共同生活援助（グループホーム）に対するニーズの高さを踏まえつつ，当事者団体，事

業所，市及び県の連携によって，グループホーム等の基盤整備を促進するとともに，事

業所へ必要な支援に努めます。 

 地域生活への移行及び在宅生活者や介護者の高齢化に対応するため，民間事業所による

共同生活援助（グループホーム）の設置を推進します。 

 共同生活援助（グループホーム）の利用にあたり，体験利用や相談等の必要な支援を行

います。 

 施設入所支援については，地域生活への移行を希望する人に向けた積極的な支援を図る

とともに，必要とする人は安心して施設を利用できる相談体制の確保に努めます。 
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（４）相談支援 

サービスの内容 

サービス名 内容 

①計画相談支援 

障害福祉サービスを利用するすべての人を対象として，支給決定又は支給

決定の変更前に，サービス等利用計画案を作成するとともに，一定の期間

ごとにサービス等の利用状況のモニタリングを行います。 

②地域移行支援 

障害者支援施設等に入所している人又は精神科病院に入院している人を対

象として，地域生活に移行するための相談や住居の確保，その他必要な支

援を行います。 

③地域定着支援 

入所施設や病院から地域生活へ移行した人や，ひとり暮らしへ移行した人

等を対象として，安定した地域生活を営めるよう，障がいの特性に起因して

生じる緊急の事態等に，訪問や相談等の必要な支援をします。 

サービスの利用実績と必要見込み量（月間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○計画相談支援 人  196 212 220  230 240 250 

○地域移行支援 人  0 0 0  1 1 1 

○地域定着支援 人  0 0 0  1 1 1 

 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 利用者一人ひとりにあった的確なサービス等利用計画の作成や，事業所や相談支援専門

員に過度の負担がかからないよう，人材確保の支援と関係機関の連携強化に努めます。 

 地域移行支援，地域定着支援について，サービス利用につながるよう医療機関等と連携

するとともに，サービス等利用計画作成時等に利用意向を把握し，希望者への対応に努

めます。 

 障害児相談支援及び地域生活支援事業の障害者相談支援事業とあわせ包括的な相談支援

体制の構築を推進します。 

 利用者の増加，サービスニーズの拡大に対応できるよう新規計画相談支援事業所の確保，

誘致に努めます。 
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２ 地域生活支援事業 

サービスの内容（必須事業） 

サービス名 内容 

①理解促進研修 

・啓発事業 

障がいのある人が日常生活や社会生活を送る中で起こる「社会的障壁（バ

リア）」を取り除くため，障がいのある人への理解を深めるための研修や

啓発活動を通じて，地域住民へ働きかけます。 

②自発的活動 

支援事業 

障がいのある人が自立した生活を送ることができるよう，障がいのある人

やその家族，ボランティア活動団体，地域住民等による自発的な取り組み

を支援します。 

③相談支援事業 

障がいのある人等の相談に応じ，必要な情報の提供や助言その他の障害福
祉サービスの利用支援等を行うとともに，虐待の防止や早期発見のための

関係機関との連絡調整，権利擁護のために必要な援助を行うことにより，

障がいのある人等が自立した生活を送れるようにすることを目的に実施し

ます。 

④成年後見制度 

利用支援事業 

障害福祉サービスの利用等の観点から，成年後見制度の利用が有効と認め

られる知的障がいのある人や精神障がいのある人に対して，成年後見制度
の申し立てに要する費用や後見人等の報酬の助成等の利用促進等により，

障がいのある人の権利擁護を図ります。 

⑤成年後見制度 

法人後見支援 

事業 

成年後見制度における後見等の業務を法人が適正に行える体制の整備，市

民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。 

⑥意思疎通支援 

事業 

聴覚・言語機能，音声機能，視覚その他の障がいのため，意思疎通を図る
ことに支障がある障がいのある人等に，手話通訳者等の派遣を行い，意思

疎通の円滑化を図ることを目的に実施します。 

⑦日常生活用具 

給付等事業 

重度障がいのある人等に対し，自立生活支援用具等の日常生活用具を給付

又は貸与することにより，日常生活の便宜を図ることを目的に実施しま

す。 

⑧手話奉仕員 

養成研修事業 

聴覚障がいのある人等のコミュニケーションを保障する上で必要となる手

話通訳者等を確保するために，聴覚障がいのある人等の生活及び関連する

福祉制度等についての理解と認識を深めるとともに，手話技術の習得をめ

ざします。 

⑨移動支援事業 

屋外での移動が困難な障がいのある人等の外出のための移動支援を行うこ

とにより，地域における自立生活や社会参加を促すことを目的に実施しま

す。 

⑩地域活動支援 

センター事業 

地域活動支援センターにおいて，創作的活動や生産活動の機会を提供する
ことにより，障がいのある人等の地域生活支援の促進を図ることを目的と

して実施します。 
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サービスの利用実績と必要見込み量（必須事業）（年間利用量） 

サービス名 

 実績値  見込量 

 令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

 令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○理解促進研修・啓発事業 件数  0 1 1  1 1 1 

○自発的活動支援事業 件数  1 1 2  2 2 2 

○相談支援事業 箇所  3 3 3  3 3 3 

 

基幹相談支援センター等
機能強化事業 

実施の

有無 
 無 無 無 

 
無 無 無 

住宅入居等支援事業 
実施の

有無 
 無 無 無 

 
無 無 無 

○成年後見制度利用支援事業 
（実利用者数） 

人  1 5 3 
 

5 5 5 

○成年後見制度法人後見支援事業 
実施の

有無 
 無 無 無 

 
無 無 無 

○意思疎通支援事業         

 

手話通訳者・要約筆記者
派遣事業（実利用者数） 人  39 25 20 

 
30 30 30 

手話通訳者設置事業 
（実施箇所数） 

箇所  0 0 0 
 

0 0 0 

○日常生活用具給付等事業         

 

介護訓練支援用具 件  8 8 0  10 10 10 

自立生活支援用具 件  13 6 10  10 10 10 

在宅療養等支援用具 件  11 20 30  20 20 20 

情報・意思疎通支援用具 件  61 106 80  80 80 80 

排泄管理支援用具 件  2,897 2,654 2,780  2,800 2,900 3,000 

居宅生活動作補助用具 件  0 0 0  1 1 1 

○手話奉仕員養成研修事業 人  20 26 20  25 25 25 

○移動支援事業 
延時間  932 1,007 1,120  1,000 1,000 1,000 

人  40 38 60  50 50 50 

○地域活動支援センター事業 
箇所  4 4 4  4 3 3 

人  82 73 70  65 60 60 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 身近な地域で相談支援が受けられるよう，基幹相談支援センターを中心とした相談支援

の拡充を図り，大崎市自立支援協議会等による関係機関との連携を強化します。 

 サービス利用対象者の状況等やサービス需要を把握しながら，地域の実情に応じたサー

ビス内容を検討し，利用者が必要とするサービスを提供できるよう努めます。 

 日常生活支援は，引き続き十分なサービス量が提供されるよう事業所の運営の支援や新

規参入事業者の確保に努めます。  
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サービスの内容（任意事業） 

サービス名 内容 

①訪問入浴 

サービス事業 

地域における身体障がいのある人の生活を支援するため，訪問による居宅で

の入浴サービスや送迎による施設での入浴サービスを提供することにより，

身体の清潔の保持や心身機能の維持を図ります。 

②知的障害者 

職親委託事業 

知的障がい者の自立更生を図るため，一定期間，知的障がい者の更生援護に

熱意を有する事業経営者等の私人（職親）に預け，生活指導及び技能取得訓練

を行います。 

③日中一時支援

事業 

障がいのある人等に日中における活動の場を確保し，障がいのある人等の家

族の就労を支援するとともに，一時的な休息の機会を確保します。 

サービスの利用実績と必要見込み量（任意事業）（年間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○訪問入浴サービス事業 
延回数  987 1,081 770  924 924 924 

人  13 15 10  12 12 12 

○知的障害者職親委託事業 
箇所  0 0 0  1 1 1 

人  0 0 0  1 1 1 

○日中一時支援事業 
日  1,662 1,082 1,460  1,500 1,500 1,500 

人  117 123 135  140 140 140 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 訪問入浴サービス事業については，今後もサービス利用費用の一部を支給し，保健衛生

上の向上と介護者の負担軽減を図っていきます。 

 日中一時支援事業については，家族の就労支援や一時的な休息の場としてサービス利用

に対するニーズへ対応していくため，引き続きサービス利用費用の一部を支給し，今後

も支援の場を確保していきます。  
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３ 市が単独で行っている事業 

サービスの内容 

サービス名 内容 

①福祉タクシー 

利用助成事業 

心身に重度の障がいのある人の社会参加を促進し，福祉の向上を図るた

め，タクシー利用料金の一部を助成します。 

②心身障害者自動

車等燃料費助成

事業 

心身に重度の障がいのある人の社会参加を促進し，福祉の向上を図るた

め，自動車等の燃料費用の一部を助成します。 

③福祉有償運送 

利用助成事業 

車いす又はストレッチャーを使用しなければ外出することができない在

宅の重度障がい者に対して，地域での生活を支援するため，通院等の目

的で，福祉有償運送を利用する際の費用の一部を助成します。 

④障害者家族介護

用品支給事業 

常時失禁状態にあり，紙おむつ等を必要とする在宅の重度身体障がい者

を介護している家族（重度身体障がい者が一人暮らしであるときは当該

重度身体障がい者を含む）の経済的負担の軽減を図るとともに，重度身

体障がい者の在宅生活の継続を支援するため，介護用品の購入に要する

費用の一部を助成します。 

⑤身体障害者緊急 

通報システム事業 

身体に障がいのある人に対して，自立した生活の継続を支援するため，

家庭内の事故等に迅速に対応できる体制を整備します。システムの仕組

みは，コントロールセンターを設置し，通報又は安否確認センサーの作

動により，委託業者の担当者が現地に駆け付けて支援を行うものです。

また，火災についても監視を行います。 

⑥自動車運転免許

助成事業 

社会参加を促進するため，障がいのある人に，運転免許を取得する際の

費用の一部を助成します。 

⑦自動車改造助成

事業 

社会参加を促進するため，身体障がい者に，自動車の改造に要した経費

の一部を助成します。 
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サービスの利用実績と必要見込み量（年間利用量） 

サービス名 

 実績値  見込量 

 令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

 令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○福祉タクシー利用助成事業 人  377 391 390 
 

400 410 420 

○心身障害者自動車等燃料費
助成事業 人  284 312 310 

 
320 330 340 

○福祉有償運送利用助成事業 人  10 11 10 
 

10 10 10 

○障害者家族介護用品支給事業 人  17 18 20 
 

20 20 20 

○身体障害者緊急通報システム事業 人  1 1 1 
 

1 1 1 

○自動車運転免許助成事業 人  6 4 10 
 

10 10 10 

○自動車改造助成事業 人  3 1 0 
 

2 2 2 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 これまでの利用実績から，利用者のニーズや潜在的なニーズの把握に努め，適切にサー

ビスを提供していきます。 
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第３節 計画の推進 

１ 庁内体制の整備 

（１）策定体制 

本計画の推進にあたっては，主にサービス提供量による見込み量の見直しであることから，

現行計画の施策・事業実施状況を点検及び評価を行い「第７期障がい福祉計画」の内容案を

検討しました。 

 

（２）策定手法 

① 障がい者等の現況把握と分析 

計画策定の前提となる基礎数値や，障がい福祉施策を推進するための地域資源の情報収集，

関連法令・制度等の動向把握，また大崎市にお住まいの障がい者等の状況把握・分析を行い

ました。 

② アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたり「第６期障がい福祉計画」の内容を見直し，新たな計画を策定する

ための基礎資料として，アンケート調査を実施しました。 

③ 現行計画の進捗評価 

施策評価ワークシートを使用し，現行計画の施策や事業の実施状況を点検・評価し，次期

計画策定にあたっての課題抽出，施策の方向性を検討する基礎資料としました。 

④ 計画素案の検討 

計画素案の検討にあたり，事務局においてたたき台を作成し，内部検討会議での検討の後，

「大崎市自立支援協議会」に付議し，意見や助言をいただきました。 

⑤ パブリックコメントの実施 

本計画案については，市のウェブサイトに掲載し，令和５年１２月８日～令和５月１２月

２８日の期間にパブリックコメントを実施しました。本計画を策定するにあたっては，市民

の皆様からいただいたご意見の趣旨を反映させました。 
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２ 宮城県及び近隣市町との連携による計画の推進 

（１）推進体制 

① 大崎市の推進体制 

本計画及び関連する個別計画の担当課を中心に，関係部局との連携を図り，本計画を推進

します。 

また，大崎市自立支援協議会は，保健所，保健・医療関係者，教育・雇用関係機関，企業，

障がい者関係団体，民生委員児童委員，障害福祉サービス事業者，相談支援事業者の実務者

等で構成するとともに，事務局を基幹相談支援センターに委託し，本計画の推進に向けた取

り組みを行います。 

② 宮城県及び近隣市町との連携 

県及び大崎圏域の大崎市，色麻町，加美町，涌谷町，美里町との共同で，障がい者団体の

代表，指定相談支援事業者，サービス事業所等の保健・医療・福祉関係者，構成市町関係各

課の担当者等で構成する「大崎地域障害者自立支援ネットワーク会議」を設置し，相談支援，

就労，児童・発達障がい，障がい福祉行政のワーキンググループにおいて，サービス提供や

施設整備等についての意見交換及び方策の検討を行い，計画の推進に反映させます。 

③ 市職員の研修機会の確保 

「障害者基本法」や「障害者総合支援法」，「障害者差別解消法」，「障害者雇用促進法」

等に基づいて本計画を推進するために，「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する大

崎市職員対応要領」による窓口対応の評価や，障がい福祉に関する職員向け研修会等を実施

し，障がい者等への理解度や権利擁護の意識を高めるとともに，福祉意識の高い職員の育成

に努めます。 

④ 関係機関・ボランティア団体等との連携体制の構築 

本計画の推進にあたっては，大崎市や関係機関，ボランティア団体等がそれぞれの役割を

担いつつ，相互に協力及び連携する体制づくりを構築します。 

⑤ 計画の普及・啓発 

本計画の普及と啓発を図るために，出前講座の実施や，市の広報紙及びウェブサイト等で

周知を行います。 
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３ 達成状況の点検・評価 

（１）計画の進行管理 

本計画の進行管理にあたっては，ＰＤＣＡサイクルによりサービスごとの達成状況を把握

するとともに，計画全体の進捗状況及び点検・評価を行う中で，不足が見られた施策やサー

ビス等があった場合には，計画の改善や見直しを行いながら，効果的かつ効率的な計画の推

進に努めます。 

 

（２）計画の達成状況の点検と評価 

各年度において，施策，サービス等の実施状況や目標の達成状況を検証し，本計画の実績

に関する評価を行います。その上で，必要があると認められるときは，関係者間で協議し，

必要な対策を実施します。 
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第２章 第３期障がい児福祉計画 

第１節 障がい児福祉計画の策定 

１ 計画策定にあたって 

（１）策定の背景 

障がい児福祉計画は，「児童福祉法」第 33 条の 20 の規定に基づき，大崎市の障がい児を

対象にサービス提供体制の整備等を計画的に推進するためのものです。 

 

（２）障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

障がい児については，居宅介護や短期入所等の障害福祉サービス，障害児通所支援等の専

門的な支援の確保及び共生社会の形成を促進する観点から，保健，医療，保育，教育，就労

支援等の関係機関との連携を密にし，障がい児及びその家族に対して，乳幼児期から学校卒

業，就労に至るまで，一貫した効果的な支援を身近な地域において，提供する体制の構築を

図ることが重要です。 

① 障がい種別や年齢別等のニーズに応じて，身近な場所で提供できる地域支援体制を構

築します。 

② 保健，医療，保育，教育，就労支援等の関係機関との連携体制を構築します。 

③ 児童発達支援センターの地域支援機能を強化し，地域社会への参加・包容の推進を図

ります。 

④ 特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備を図ります。 

 

（３）相談支援の提供体制に関する基本的な考え方 

障がいの疑いがある段階から関係機関と連携し，障がい児本人や家族に対する継続的な相

談支援を行います。相談支援の提供にあたっては，検証・評価を行いながら，相談能力の向

上に努め，サービスの質の確保を図ります。 
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２ 計画の位置付け 

本計画は，「障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）」に基づく，障がい福祉施策の基本

的な方向性を定めた「大崎市障がい者計画」の一部をなすものであり，障がい者等に関する

福祉サービスの具体的な数値目標等を定めたものです。 

 

３ 計画の期間 

本計画は，令和３年度から令和５年度までを計画期間とした「第２期障がい児福祉計画」

の見直しを行い，令和６年度から令和８年度までを計画期間とします。 

 

４ 計画の基本理念と基本方針 

（１）計画の基本理念 

本計画は，「大崎市障がい者計画」と一体的に策定していることから，基本理念について

も同様に「地域で支え合い，心がかようまちづくり」とします。 

この基本理念に基づき，障がいのある児童もない児童も，お互いに人格と個性を尊重し合

いながら共生する社会の実現を目指します。 

 

（２）計画の基本方針 

障がい者等の自立と社会参加を基本とする「障害者基本法」と障がい児支援の提供体制を

計画的に確保する「児童福祉法」の理念を踏まえつつ，以下の３つを本計画の基本方針とし

て施策を推進していきます。 

① 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児本人の最善の利益を考慮しながら，健やかな育成を支援するため，障がい児及び

その家族等に対して，障がいの疑いがある段階から支援できるよう，質の高い専門的な発達

支援を行う障害児通所支援等の充実を図ります。 

② 障がい児とその家族の地域社会への参加と包容を支援 

障がいの有無に関わらず，地域に住む児童がともに成長できるよう，障がい児支援を通じ

て，地域社会への参加や包容を推進します。 

③ 児童発達支援施設等での重症心身障がい児及び医療的ケア児の受け入れの促進 

重症心身障がい児及び医療的ケア児が身近な地域で保健・医療・保育・教育等の関係機関，

団体，事業所との連携を図りながら，共通理解のもと必要な支援を円滑に受けられるよう，

児童発達支援施設等での受け入れを促進する体制を整えます。  
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５ 令和８年度の目標 

国の基本指針（令和８年度末の目標） 

児童発達支援センターの設置 

 令和８年度末までに，児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少なくとも１か所以上設置

することを基本とする。 

障がいの地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進体制の構築 

 令和８年度末までに，各市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センターや地域の障害児通

所支援事業所等が保育所等訪問支援等を活用しながら，全ての市町村において，障がい児の地域

社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することを基本とする。 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保 

 令和８年度末までに，主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所を各市町村又は各圏域に少なくとも１か所以上確保することを基本とする。 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及びコーディネーターの配置 

 令和８年度末までに，各市町村又は各圏域において，保健，医療，障がい福祉，保育，教育等の

関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに，医療的ケア児等に関するコーディネ

ーターを配置することを基本とする。 

大崎市の目標 

項目 数値等 

児童発達支援センターの設置 ２か所 

障がいの地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進体制の
構築 

実施 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサ
ービス事業所の確保 

２か所 

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

及びコーディネーターの配置に向けた協議 
実施 

 

活動指標 

 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーデ
ィネーターの配置人数の見込み 

1人 1人 1人 

 

障がい児の地域社会への参加を推進するため，保育所等訪問支援の利用促進に努めます。 

医療的ケア児に対する適切な支援について協議するため，大崎市自立支援協議会等におい

て関係機関等が協議する場を設置し，コーディネーターの配置に向けた協議を実施します。 
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第２節 障がい児支援 

（１）障害児通所支援 

サービスの内容 

サービス名 内容 

①児童発達支援 

就学前の発達支援を必要とする児童を対象に，日常生活に

おける基本的な動作の指導，知識技能や集団生活への適応

訓練等を行います。 

②放課後等デイサービス 

学校通学中の支援を要する児童に対して，放課後や夏休み

等の長期休暇中において，生活能力向上のための訓練等を

継続的に実施し，放課後等の居場所を提供します。 

③保育所等訪問支援 
保育所等を訪問し，集団生活への適応のための専門的な支

援を行います。 

④居宅訪問型児童発達支援 
重度の障がい等により，外出が著しく困難な障がいのある

児童の居宅を訪問して，発達支援を行います。 

⑤医療型児童発達支援 
上下肢又は体幹機能の障がいのある児童に，児童発達支援

と治療を行います。 

サービスの利用実績と必要見込み量（月間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○児童発達支援 
日  440 369 443  480 516 552 

人  34 33 38  40 43 46 

○放課後等デイサービス 
日  2,575 2,802 3,318  3,520 3,680 3,840 

人  173 195 213  220 230 240 

○保育所等訪問支援 
日  1 2 3  6 6 6 

人  1 2 1  2 2 2 

○居宅訪問型児童発達支援 
日  0 0 0  4 4 4 

人  0 0 0  1 1 1 

○医療型児童発達支援 
日  0 0 0  4 4 4 

人  0 0 0  1 1 1 

 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 児童の発達状況等にあわせて事業所を保護者等が選択できるよう，事業所情報の提供を

行います。 

 児童福祉に関わる機関との連携を図り，必要なサービスが利用できるような体制づくり

を推進します。  
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（２）障害児相談支援 

サービスの内容 

サービス名 内容 

障害児相談支援 

児童福祉サービスを利用するすべての児童を対象として，支給

決定又は支給決定の変更前に，サービス等利用計画案を作成す

るとともに，一定の期間ごとにサービス等の利用状況の確認と

計画の見直し（モニタリング）を行います。 

 

サービスの利用実績と必要見込み量（月間利用量） 

項目 単位 

 実績値  見込量 

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 
 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

○障害児相談支援 人  49 56 64  75 85 95 

 

現状及びサービス量の設定・確保の方策 

 障害児相談支援の利用者数は増加しており，相談支援の提供体制の充実が求められてい

ることから，引き続き障害児相談支援事業所との連携を図り，障害児相談支援の提供体

制の充実に取り組みます。 

 利用者の増加，サービスニーズの拡大に対応できるよう新規障害児相談支援事業所の確

保，誘致に努めます。 
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第３節 計画の推進 

１ 庁内体制の整備 

（１）策定体制 

本計画の推進にあたっては，主にサービス提供量による見込み量の見直しであることから，

現行計画の施策・事業実施状況を点検及び評価を行い「第３期障がい児福祉計画」の内容案

を検討しました。 

 

（２）策定手法 

① 障がい者等の現況把握と分析 

計画策定の前提となる基礎数値や，障がい福祉施策を推進するための地域資源の情報収集，

関連法令・制度等の動向把握，また，大崎市にお住まいの障がい者等の状況把握・分析を行

いました。 

② アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたり「第２期障がい児福祉計画」の内容を見直し，新たな計画を策定す

るための基礎資料として，アンケート調査を実施しました。 

③ 現行計画の進捗評価 

施策評価ワークシートを使用し，現行計画の施策や事業の実施状況を点検・評価し，次期

計画策定にあたっての課題抽出，施策の方向性を検討する基礎資料としました。 

④ 計画素案の検討 

計画素案の検討にあたり，事務局においてたたき台を作成し，内部検討会議での検討の後，

「大崎市自立支援協議会」に付議し，意見や助言をいただきました。 

⑤ パブリックコメントの実施 

本計画案については，市のウェブサイトに掲載し，令和５年１２月８日～令和５月１２月

２８日の期間にパブリックコメントを実施しました。本計画を策定するにあたっては，市民

の皆様からいただいたご意見の趣旨を反映させました。 
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２ 宮城県及び近隣市町との連携による計画の推進 

（１）推進体制 

① 大崎市の推進体制 

本計画及び関連する個別計画の担当課を中心に，関係部局との連携を図り，本計画を推進

します。 

また，大崎市自立支援協議会は，保健所，保健・医療関係者，教育・雇用関係機関，企業，

障がい者関係団体，民生委員，障害福祉サービス事業者，相談支援事業者の実務者等で構成

するとともに，事務局を基幹相談支援センターに委託し，本計画の推進に向けた取り組みを

行います。 

② 宮城県及び近隣市町との連携 

県及び大崎圏域の大崎市，色麻町，加美町，涌谷町，美里町との共同で，障がい者団体の

代表，指定相談支援事業者，サービス事業所等の保健・医療・福祉関係者，構成市町関係各

課の担当者等で構成する「大崎地域障害者自立支援ネットワーク会議」を設置し，相談支援，

就労，児童・発達障がい，障がい福祉行政のワーキンググループにおいて，サービス提供や

施設整備等についての意見交換及び方策の検討を行い，計画の推進に反映させます。 

③ 市職員の研修機会の確保 

「障害者基本法」や「障害者総合支援法」，「障害者差別解消法」，「障害者雇用促進法」

等に基づいて本計画を推進するために，「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する大

崎市職員対応要領」による窓口対応の評価や，障がい福祉に関する職員向け研修会等を実施

し，障がい者等への理解度や権利擁護の意識を高めるとともに，福祉意識の高い職員の育成

に努めます。 

④ 関係機関・ボランティア団体等との連携体制の構築 

本計画の推進にあたっては，大崎市や関係機関，ボランティア団体等がそれぞれの役割を

担いつつ，相互に協力及び連携する体制づくりを構築します。 

⑤ 計画の普及・啓発 

本計画の普及と啓発を図るために，出前講座の実施や，市の広報紙及びウェブサイト等で

周知を行います。 
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３ 達成状況の点検・評価 

（１）計画の進行管理 

本計画の進行管理にあたっては，ＰＤＣＡサイクルによりサービスごとの達成状況を把握

するとともに，計画全体の進捗状況及び点検・評価を行う中で，不足が見られた施策やサー

ビス等があった場合には，計画の改善や見直しを行いながら，効果的かつ効率的な計画の推

進に努めます。 

 

（２）計画の達成状況の点検と評価 

各年度において，施策，サービス等の実施状況や目標の達成状況を検証し，本計画の実績

に関する評価を行います。その上で，必要があると認められるときは，関係者間で協議し，

必要な対策を実施します。 
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第１節 大崎市障がい者計画等策定委員会設置規則 

（趣旨） 

第１条 大崎市障がい者計画，大崎市障がい福祉計画及び大崎市障がい児福祉計画を策定す

るため，大崎市障がい者計画等策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 委員会は，委員１５人以内で構成する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 保健医療関係者 

(３) 教育関係者 

(４) 福祉関係者 

(５) 公共的団体の役員又は職員 

(６) 関係行政機関の職員 

(７) その他市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は，委嘱の日から令和６年３月３１日までとする。 

（報酬の額） 

第３条 大崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年

大崎市条例第６２号）第２条第２項の規定に基づき定める委員の報酬の額は，５，０００

円とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選によって定める。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときはその

職務を代行する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は，市長が招集する。 

２ 委員長は，必要があると認めたときは，委員会に委員以外の者の出席を求め，その説明

又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は，民生部高齢障がい福祉課において処理する。 

（その他） 

第７条 この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，令和５年４月１日から施行する。 

（この規則の失効） 

２ この規則は，令和６年３月３１日限り，その効力を失う。  
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第２節 大崎市障がい者計画等策定委員会委員名簿 

（敬称略） 

 所属 役職 氏名 備考 

１ 
宮城大学看護学群 

地域看護学領域 
准教授 村中 峯子 委員長 

２ 大崎市医師会 理事 冨樫 孝  

３ 大崎訪問看護ステーション 所長 小山 美由紀  

４ 宮城県立古川支援学校 校長 服部 克弘  

５ 大崎市小中学校校長会 
古川第五小学校 

校長 
佐々木 誠道  

６ 社会福祉法人 大崎誠心会 事業部長 梅田 和裕  

７ 
大崎市民生委員児童委員 

協議会 
理事 髙橋 一幸  

８ 大崎市障がい者福祉協会 会長 相澤 清志  

９ 大崎市手をつなぐ育成会  宮本 耕一  

10 
宮城県重症心身障害児（者） 

を守る会 
 野田 由美  

11 
一般社団法人 

みやぎスクエアサポート 
代表理事 猪又 初恵  

12 
社団法人 

宮城県聴覚障害者協会 
理事 藤野 悟  

13 大崎市社会福祉協議会 事務局長 早坂 義教  

14 大崎広域ほなみ園 技術主幹兼総務係長 佐藤 敏明 副委員長 

15 社団法人 大崎法人会 理事 髙橋 和宏  
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第３節 大崎市障がい者計画等策定庁内連絡会議委員名簿 

（敬称略） 

所属 役職 氏名 

民生部社会福祉課 課長補佐 三野宮 健 

民生部保険給付課 課長補佐 武田 歌織 

民生部子育て支援課 課長補佐 大和田 克也 

民生部健康推進課 技術主幹兼係長 杉下 留美子 

民生部市民課 課長補佐 加藤 忠明 

大崎市民病院事業 

経営管理部経営企画課 
課長補佐 角力山 淳 

大崎市教育委員会 

学校教育課 
課長補佐 後藤 英樹 

大崎市教育委員会 

生涯学習課 
課長補佐 佐藤 健 

松山総合支所市民福祉課 主査 松本 由加 

三本木総合支所市民福祉課 技術主幹 青木 菜保美 

鹿島台総合支所市民福祉課 主幹兼係長 川口 純 

岩出山総合支所市民福祉課 課長補佐 佐々木 ふじ江 

鳴子総合支所市民福祉課 主幹兼係長 菊地 宏美 

田尻総合支所市民福祉課 課長補佐 北谷 あゆみ 
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第４節 策定経過 

第１回 大崎市障がい者計画等策定庁内連絡会議 

令和５年６月２３日 

①第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画の概要について 

②各課における障がい者計画の実施状況について 

③現計画策定後に実施している各課の主な施策について 

第１回 大崎市障がい者計画等策定委員会 

令和５年６月３０日 

①委嘱状交付 

②第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画の概要について 

③大崎市の障がい福祉の状況について 

④障がい者等アンケート調査の実施について 

障がい者等アンケート調査実施 

令和５年７月２１日 

～８月４日 

以下の対象者に対し調査を実施 

①障がい者向け調査：対象者 １，７００人 

②障がい児向け調査：対象者   ３００人 

③一般市民向け調査：対象者 １，０００人 

第２回 大崎市障がい者計画等策定委員会 

令和５年８月７日 
①第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画の骨子案について 

第３回 大崎市障がい者計画等策定委員会 

令和５年１０月２７日 

①障がい者等アンケート調査結果について 

②第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画中間案について 

第２回 大崎市障がい者計画等策定庁内連絡会議 

令和５年１１月２４日 
①第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画中間案について 

パブリックコメントの実施 

令和５年１２月８日 

～１２月２８日 
 

大崎市自立支援協議会 

令和５年１２月２６日 
①第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画中間案について 

第４回 大崎市障がい者計画等策定委員会 

令和６年１月２９日 

①パブリックコメントの実施状況について 

②第４次障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画最終案について 
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第５節 用語説明 

【あ行】 
 

医療的ケア 

日常生活及び社会生活を営むために，人工呼吸器による呼吸管理，痰の吸引や

経管栄養など，恒常的に必要とされる医療的な生活援助行為のこと。 
 

インクルージョン 

「障害があっても地域で地域の資源を利用し，市民が包み込んだ共生社会を目

指す」という理念。 

 

【か行】 
 

基幹相談支援センター 

地域の相談支援の拠点として，障がいのある人に対する総合的な相談業務や成

年後見制度利用支援事業を実施するとともに，地域の実情に応じて地域移行・地

域定着への支援，地域の相談支援体制の強化の取り組みなどを行う機関。 
 

言語聴覚士（ST：Speech-Language-Hearing Therapist） 

音声機能，言語機能又は聴覚に障がいのある人に対し，その機能の維持向上を

図るため，言語訓練その他の訓練，必要な検査及び助言，指導その他の援助を行

う専門職。 
 

高次脳機能障がい 

事故や病気による脳への損傷で発生する記憶障がいや注意障がい，遂行能力障

がい，社会行動障がい等の総称。器質性精神障がいとして精神障がいに分類され

る。 
 

合理的配慮 

障がいのある人からの求めに応じて，過度な負担になり過ぎない範囲で，社会

的障壁を取り除くために必要な便宜を行うこと。 

 

【さ行】 
 

サービス等利用計画 

指定特定相談支援事業者が，障害福祉サービス等の利用を希望する障がい者の

総合的な援助方針や解決すべき課題を踏まえ，最も適切なサービスの組み合わせ

等について検討し，作成するもので，サービス利用者を支援するための総合的な

支援計画。 
 

作業療法士（OT：Occupational Therapist） 

身体又は精神に障がいのある人に対し，その応用的な動作能力又は社会的適応

能力の回復等を図るため，様々な作業活動を用いて治療や訓練指導，援助を行う

専門職。  
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酸素療法 

在宅酸素療法。病状は安定しているものの，体内に酸素を十分に取り込めない

人に，長期にわたり自宅で酸素吸入をする治療法のこと。 

 

児童発達支援センター 

障がいのある児童が通う，日常生活における基本的な動作や集団生活への適応

のための訓練等を行う施設。 

 

自閉症 

多くの遺伝的な要因が複雑に関与して起こる生まれつきの脳機能障がいで，対

人関係，コミュニケーション及びパターン化した興味や活動の３つの特徴をもつ

障がい。症状が軽い人を含めて，「自閉症スペクトラム障害」という呼び方もさ

れている。 

 

社会的障壁 

障がいのある人にとって，日常生活や社会生活を送る上で障壁となるような，

社会における事物（通行，利用しにくい施設，設備など），制度，慣行（障がい

のある人の存在を意識していない慣習，文化など）及び観念（偏見など）その他

一切のものをいう。 

 

重症心身障がい 

重度の知的障がいと重度の肢体不自由が重複している状態のこと。 

 

手話奉仕員 

市町村が実施する手話奉仕員養成講座を修了した人で，手話で日常会話を行う

のに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した人のこと。 

 

障害基礎年金 

国民年金の加入期間，又は２０歳前（年金制度に加入していない期間），もし

くは６０歳以上６５歳未満（年金制度に加入していない期間で日本に住んでいる

間）に，初診日（障がいの原因となった病気やケガについて，初めて医師又は歯

科医師の診療を受けた日）のある病気やケガで，法令により定められた障害等級

表（１級・２級）による障がいの状態にある時に支給される年金のこと。 

 

障害児福祉手当 

重度障がい児に対して，その障がいのため必要となる精神的，物質的な特別の

負担軽減の一助として支給。日常生活において，常時の介護を必要とする状態に

ある，在宅の２０歳未満の者に支給される手当。 

 

障害者基本法 

障がいのある人の自立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的

に推進することを目的とする法律。 
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障害者虐待防止法 

障がいのある人に対する虐待の防止，養護者に対する支援等に関する施策を促

進し，障がい者の権利利益の擁護に資することを目的とする法律。 

 

障害者雇用支援月間 

毎年９月。事業主のみならず，広く国民に対して障がいのある人の雇用の機運

を醸成するとともに，障がいのある人の職業的自立を支援するため，様々な啓発

活動が展開されている。 

 

障害者雇用促進法 

障がいのある人の雇用と在宅就労の促進について定めた法律。 

 

障害者雇用率 

「障害者雇用促進法」の規定に基づき，一般の労働者と同じ水準で，障がいの

ある人の雇用機会を確保するため，事業主等が遵守すべき障がいのある人の雇用

割合。 

 

障害者差別解消法 

全ての国民が，障がいの有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け，障がいを理由とする差別の

解消を推進することを目的とする法律。 

 

障害者週間 

毎年１２月３日から９日まで。国民の間に広く障がいのある人の福祉について

の関心と理解を深めるとともに，障害のある人が社会，経済，文化その他あらゆ

る分野の活動に積極的に参加する意欲を高めることを目的として定められた。こ

の期間を中心に，国，地方公共団体，関係団体等においては，様々な意識啓発に

係る取り組みが展開される。 

 

障害者就業・生活支援センター 

障がい者の身近な地域において，事業主やハローワーク，福祉・医療等の関係

機関との連携により，就業面と生活面の一体的な相談・支援を行う機関。 

 

障害者相談支援事業所 

障がいのある人とその家族等からの相談に応じ，必要な情報提供や権利擁護の

ために必要な援助等を行う。また，地域の相談支援体制やネットワークの構築を

図っている。 

 

障害者優先調達推進法 

障害者就労施設で就労する障がい者や在宅で就業する障がい者の経済面の自立

を進めるため，国や地方公共団体，独立行政法人などの公機関が，物品やサービ

スを調達する際，障害者就労施設等から優先的・積極的に購入することを推進す

るために制定された法律。 
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障害福祉サービス 

「障害者総合支援法」に基づき，障がい程度や状況等を踏まえ，個別に支給決

定が行われるサービス。 

 

自立支援協議会 

「障害者総合支援法」に基づき，障がいのある人等への支援体制の整備を図る

ため，市町村及び都道府県が設置する関係機関等で構成される協議会。協議会で

は，関係機関等が相互の連絡を図り，地域の障がいのある人等への支援体制につ

いて協議を行うこととされている。 

 

身体障害者手帳 

「身体障害者福祉法」に規定する障がいのある人に都道府県・指定都市・中核

市長が交付する手帳。障がいの程度が重い方から１級から６級までの等級が定め

られている。 

 

精神障害者保健福祉手帳 

国の要領に基づき，一定の精神障がいの状態にあると認定された人に交付され

る手帳。障がいの程度が重い方から１級から３級までの等級が定められている。 

 

精神保健福祉普及運動 

毎年１０月。地域社会における精神保健及び精神障がい者の福祉に関する理解

を深め，精神障がい者の早期治療並びにその社会復帰及び自立と社会参加の促進

を目的とする。また，精神障がいの発生を予防し，精神的健康の保持及び増進を

図り，精神障がい者の福祉の増進や国民の精神保健の向上を図っている。 

 

成年後見制度 

判断能力が不十分な人の財産や権利を保護するため，本人のための法律行為又

は本人による法律行為を助ける人を選任する制度。 

 

相談支援専門員 

障がいのある人の障害福祉サービス等の利用計画の作成や地域生活への移行・

定着に向けた支援，住宅入居等支援事業や成年後見制度利用支援事業に関する支

援等，障がいのある人の全般的な相談支援を行う専門職。実務経験と研修の受講

・修了が要件とされている。 

 

【た行】 
 

地域活動支援センター 

「障害者総合支援法」の規定に基づき，市町村等が運営する障がいのある人を

通わせ，創作的活動又は生産活動の機会の提供，社会との交流促進等の便宜を行

う施設。 
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地域生活移行 

障害者支援施設等に入所している人又は精神科病院に入院している人等が地域

の生活に移行すること。 

 

地域生活支援拠点 

障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう，障がいのあ

る人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え，様々な支援を切れ目なく提供す

るネットワークのこと。 

 

地域生活支援事業 

「障害者総合支援法」の規定に基づき，障がいのある人が，自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう，地域の特性や利用者の状況に応じ，柔軟

な形態により行う支援事業。 

 

特別児童扶養手当 

「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」の規定に基づき，２０歳未満で精

神又は身体に障がいを有する児童を家庭で監護，養育している父母等に支給され

る手当。 

 

特別障害者手当 

「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」の規定に基づき，精神又は身体に

著しく重度の障がいを有するため，日常生活において常時特別の介護を必要とす

る状態にある在宅の２０歳以上の者に支給される手当。 

 

【な行】 
 

日常生活用具 

「障害者総合支援法」に規定された障がいのある人の日常生活を支えるための

用具で，介護・訓練支援用具，自立生活支援用具，在宅療養等支援用具，情報・

意思疎通支援用具，排泄管理支援用具及び居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

がある。 

 

【は行】 
 

発達障害 

自閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい，学習障がい及び注意

欠陥多動性障がいその他これに類する脳機能の障がいであって，その症状が通常

低年齢において発現するものとして政令で定めるもの。 

 

バリアフリー 

日常生活を送るうえで妨げとなる物理的な障壁のみならず，社会的，制度的，

心理的なすべての障壁を取り除くことで，障がいのある人でも安心して生活でき

るようにする考え方。  



資料編 

112 

 

福祉避難所 

災害発生時に通常の避難所では生活が困難な障がいのある人や高齢者，乳幼児

その他の特に配慮を要する者（要配慮者）を受け入れる避難所のこと。 

 

福祉有償運送 

ＮＰＯ法人や社会福祉法人等が，身体に障がいのある人や要介護認定を受けた

人等を対象に，乗車定員１１人未満の車両を使用して有償で行う移送サービスの

こと。 

 

ヘルプカード 

援助や配慮を必要としている障がいのある人等が携帯し，災害時や緊急時等の

いざというときに必要な支援や配慮を周囲の人にお願いするために住所や緊急連

絡先，配慮や手助けをして欲しいことを記入するカード。 

 

ヘルプマーク 

義足や人工関節を使用している人，内部障がいや難病の人，妊娠初期の人など，

外見からは援助や配慮を必要としていることがわかりにくい人のため，周囲の方

に配慮が必要なことを知らせ，援助を得やすくなるよう東京都が作成したマーク。 

 

補装具 

「障害者総合支援法」の規定に基づく，義肢や義眼，補聴器，車椅子等，身体

の欠損又は損なわれた身体機能を補完・代替する用具。 

 

【ま行】 
 

民生委員・児童委員 

「民生委員法」の規定に基づき，厚生労働大臣の委嘱を受けた，社会奉仕の精

神を持って社会福祉の増進に努め，住民の健康状態や生活に関する相談助言等を

行う人のこと。また，「児童福祉法」の規定に基づき，児童及び妊産婦への情報

提供や援助等を行い，児童委員を兼ねるとされる。 

 

盲ろう者 

視覚と聴覚の障がいを併せ持つ人のこと。 

 

【や行】 
 

ユニバーサルデザイン 

障がいのあるなしや年齢，性別，人種などにかかわらず，多くの人々が利用し

やすいように製品やサービス，環境をデザインする考え方のこと。 

 

要約筆記 

聴覚障がいのある人に，話の内容をその場で文字にして伝える筆記通訳のこと。 
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【ら行】 
 

ライフステージ 

人の一生における幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期などのそれぞれの

段階。 

 

理学療法士（PT：Physical Therapist） 

身体に障がいのある人に対し，その基本的動作能力の回復等を図るため，治療

体操その他の運動の実施や，電気刺激，マッサージ，温熱その他の物理的手段を

加える理学療法を行う専門職。 

 

リハビリテーション 

障がい者の身体的，精神的，社会的な自立能力の向上を目指す総合的なプログ

ラムであるとともに，それにとどまらず障がい者のライフステージすべての段階

において全人間的復権に寄与し，障がい者の自立と参加を目指す考え方。 

 

療育手帳 

県の要綱に基づき，知的障がいのある人に交付される手帳。障がいの程度が重

度の場合「Ａ」，それ以外の場合「Ｂ」と表示される。 
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